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はじめに 

 

 2022年度の経済委員会による本提言書は、2020 年度・2021年度提言書に続く３部作

の位置づけとなる。 

 

2020 年度は、「コロナショックからの教訓と経済社会の変革」（2021 年２月公表）に

おいて、リスク分散、デジタル化、自立・分散型社会形成について三位一体で取り組み、

自立した循環型地域のネットワーク化を進めていくことにより、東京一極集中の是正を

目指すことを宣言した。 

2021年度は、エネルギー・環境委員会と合同で作成した「カーボンニュートラルの実

現に向けた経済社会の変革」（2022年１月公表）において、①カーボンニュートラルの

実現に向けた研究成果を社会に実装し、業界・地域全体にビジネスとして定着させ、さ

らに国際標準化したうえで、海外にシステムとして販売することが重要であること、②

技術の規格化・標準化が欧州などに比べ遅れており、「技術で勝って市場で負ける」こ

とを繰り返してはならないこと、を指摘した。 

 

近年、デジタル化の進展や SDGｓ・カーボンニュートラルなど、世界中で産業構造や

ビジネス環境が大きく変化するなか、国際標準化をはじめとしたルール形成が、社会的

な課題の解決、新産業・新市場の創造、企業の経営戦略ツールなどとして注目されてい

る。標準化を製品・サービスの品質や互換性のルールといった理解だけではなく、ビジ

ネスエコシステムやプラットフォーム、オープンイノベーションなどの企業や産業の発

展を左右する重要な要素としてとらえ直す必要がある。 

グリーン分野をはじめとして、欧米・中国など各国・地域も国際標準の獲得に積極的

に取り組んでおり、世界的なルール形成競争が激化している。 

国際標準化をはじめとしたルール形成は、市場の拡大・創出を目指すものであり、今

後の持続的な経済発展のカギを握る。また、サプライチェーンにおける自律性の確保な

らびに優位性ひいては不可欠性の獲得につながり、経済安全保障にも大きく寄与する。  

デジタル化やイノベーションの変化の中で、最終的なサービスの価値を提供する企業

と、それを支える技術を提供するモノづくり企業を、一体的なバリューチェーンとして

とらえ、我が国の企業が様々な価値を提供していくことが重要になってくる。また、ス

タートアップ等からの研究開発成果を、実証から社会実装、国際標準・規格の取得へと

確実につなげるためのファイナンスを含めた適切なマネジメントを行う必要がある。 

これらの取り組みが、グローバルな市場の中での存在感を示し、産業をリードしてい

くことで、経済成長や安全保障につながっていくと考える。 

 

本提言書では、これまでの提言書の問題意識も踏まえ、研究成果や技術、ビジネスモ

デルを確実に社会実装・国際標準化することに対する意識変革を図るとともに、投資の

拡大により持続的な経済発展につなげ、経済安全保障にも寄与する取り組みについて記

述する。 

政府をはじめ各方面に提言（呼びかけ）するとともに、中部圏として産学官の連携を

強化して取り組み、中部圏および日本の持続的な経済発展につなげていきたい。 

 

２０２３年２月 

一般社団法人 中部経済連合会 

                          会   長  水野 明久 

  副 会 長 
経済委員長 

勝野 哲 
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各章のサマリー 

 

【 】内は提言（呼びかけ）先 

 

第１章 研究開発から社会実装に向けて 

・日本の研究開発や産学連携の状況、国際共同研究について、文部科学省の「科学技術

指標 2022」等から、主にデータをもとに概観。 

・スタートアップから生み出される新たな技術や、カーボンニュートラル実現などのた

めの広範な研究領域から生み出される多種多様な技術・システムの社会実装が課題と

なっている。 

・そのためには、産学官の多くの主体の長期間にわたる協働（産学官連携強化）が必要

となる。 

・社会実装を目指した実りある産学官連携を推進するために、国のガイドラインや好事

例を共有しつつ、協調領域や競争領域における役割分担や連携のあり方の具体策を検

討する。【産学官】 

・新しい複雑な研究開発分野においては協調領域と競争領域を分けて、大学・企業の不

必要な競争を排除する。特に研究開発の初期の段階においては、幅広く協調して研究

する。【産学官】 

・目的・目標の共有や擦り合わせのための「共通言語」の活用、社会実装・標準化につ

ながる研究開発等を行う。【産学官】 

・開発から自立商用に向けた取り組みにあたっては、公的資金による支援が難しいうえ

に、民間からの資金調達手段が限られるため、資金ショートが起こりやすい。どの段

階において、どのような資金需要があるかを必ずしも明確化できていないことが課題。 

・資金ショートを乗り越えるため、ファンドからの資金調達を視野に入れた取り組み

（適時適切な情報開示、金融機関やファンドから人員を受け入れることによる事業計

画や体制の整備など）の他、投資対象として選定されるためには、自社技術をオープ

ンにすることが求められる場合があり、オープン領域とクローズ領域の線引きなどの

知的財産戦略を策定する。また、スタートアップ等からの研究開発成果を、実証から

社会実装、国際標準・規格の取得へと確実につなげるためのファイナンスを含めた適

切なマネジメントを行う。【産学官】 

 

第２章 ルール形成、標準化について 

・市場形成力とは、「アジェンダ構想力」、「社会課題解決力」、「ルール形成力」の３つか

ら構成される。 

・「ルール形成型 市場創出」とは、社会課題解決活動とルール形成を組み合わせること

で新たな市場を創出するものである。「社会課題解決」という大義名分のないルール

は持続しづらい。 

・「ルール形成型 市場創出」には、「規制・基準」、「フォーラム規格・国際標準」、「民間

認証・調達ガイドライン」による３つの成功パターンがある。 
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・自社のパーパス（存在意義）とマテリアリティ（重要課題）を踏まえた経営戦略に加

え、ルール形成を完遂できる組織体制と人材の確保が必須となる。 

・標準化は、知財や R&D と同じく、事業戦略を組み立てるために不可欠なツールである

が、標準化単独ではその価値のほとんどを発揮できない。 

・標準化・知財・R&D（研究開発）を組み合わせることで、ビジネスモデルを強化し、市

場の拡大や持続的な競争優位を実現することが可能となる。 

・オープン戦略は市場形成戦略であり、特定の技術・基準等を他社に伝播させることで、

市場の拡大を目指せる。 

・コア領域をクローズ戦略で守りつつ、他の領域で標準化などのオープン戦略を実施し

て市場形成を図る。 

 

第３章 国際標準化の現状と課題 

・欧州型の産業政策の特徴は、法律とルール形成を含めた社会の仕組みづくりにより、

地域内産業の競争力を強化することにある。欧州の環境政策の背後には必ず産業政策

がある。標準化は国策として官主導で行っている。 

・カーボンニュートラルに関する市場創出と同様のパターンが、今後循環経済（サーキ

ュラーエコノミー）の分野でも繰り返される可能性がある。 

・標準化を理解・活用するうえで、ビジネスエコシステムとプラットフォームについて

の理解が欠かせない。 

・ビジネスエコシステムとは、複数の企業や関係者が集まり、互いに商品やサービスを

提供し合い、あるいは助け合うコミュニティを構築するビジネスモデルである。 

・ビジネスエコシステムにはプラットフォームが必要であり、プラットフォームにはル

ールや仕組みが必要となる。標準はプラットフォームに必要なルールといえる。 

・稼げるビジネスエコシステムが描けて初めて標準化が活きてくる。 

・日本の場合、標準化について民主導の原則がある。多数の業界を横断して社会課題を

解決し新たな市場の創出を目指すようなタイプの標準は提案が出されにくい。 

 

第４章 国際標準化推進へ向けた取り組み 

・日本企業にとってルールは従うものであり、自らルールをつくり、新たなマーケット

を生み出すといった意識は低い。 

・新興国の追い上げが進むなか、これまでの「QCD」（品質・コスト・納期）軸の競争だ

けでは日本企業の勝機は薄くなってきた。市場そのものを創出していくアプローチが

必要となっている。 

・日本企業でも、一部の企業（中小企業も含む）は、ルール形成を戦略的に活用してマ

ーケットを拡大している。ルール形成戦略の有無によって、企業間の格差が開いてい

く可能性がある。 

・国際標準化をはじめとしたルール形成による市場拡大・創出について意識変革を図り、

その市場創出の成功パターンと事例を関係者で共有したうえで、経営のあり方の検討

にまで踏み込む。【産】 

・ルール形成だけではなく、ルールが不利な方向で決まらないように国際社会で立ち回
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るとともに、決まったルールに適切に対応する。また、「我が国が作成を主導したル

ール」を諸外国のルール形成戦略から守る視点も重視する。【産学官】 

・国際標準化機関は ISO（国際標準化機構）・IEC（国際電気標準会議）・ITU（国際電気

通信連合）の３つあり、ISOが電気・電子、電気通信以外の全ての分野を対象として

いる。JIS（日本産業規格）取得だけにとどまることなく、これらの国際規格取得を目

指す。【産】 

・標準化・知財・R&Dを組み合わせることで、ビジネスモデルを強化し、市場の拡大や

持続的な競争優位を実現する（オープン＆クローズ戦略）。なお、標準化に当たって

は「技術漏洩にならない標準化」を志向する。【産】 

・幅広い業種横断的な国際規格策定は民間だけでは難しい。政府が中心となって、国際

的なエコシステムを主導し、国際条約（国連，OECD，WEF（世界経済フォーラム）など

を含む）、国際標準（ISO 等）、各国および日本の産業政策、企業の情報開示、企業格

付、ファイナンスの全てにおいて統合的な取り組みを展開する。【産学官】 

・WTO協定や国際世論の動向も意識しつつ、国際標準化の目的を明確（日本の社会制度

を守る、産業を拡大する）にしたうえで、どのような標準が必要で、どの標準化団体

で作成したらよいのか等、戦略的に進める。【産学官】 

・独立した専門ファーム（プロフェッショナル育成組織）の設立など、何らかの形で人

材をプールする仕組みを検討する。また、そうした組織で、国際標準化を主導するス

キルを持つ人材の育成を行う。【産学官】 

・標準化人材育成に関しては、一括りにすることなくきめ細かく検討する。企業内で標

準化人材を評価する仕組みを構築し、その育成に取り組む。また、若手人材の登用・

育成を行う。【産学官】 

 

第５章 社会実装・国際標準化推進によるサプライチェーン高度化等 

・欧州では、自国・域内でのデータ主権を確立するため、国際標準戦略と一体で、政府・

団体が主導となってデータ標準化・連携基盤確立による巨大なエコシステム構築を狙

っている。関連イニシアティブとして IDS（データ流通ルール・仕様策定等）・Gaia-

X（基盤サービス開発）・Catena-X（ドイツ自動車業界における横断的なデータ連携基

盤構築）が動いている。これらの動向を注視し、日本が不利な扱いにならないよう対

応するとともに、データ連携基盤構築・国際標準化に対応した動きを加速していく。

【産学官】 

・サイバー層とフィジカル層の間の領域であるサイバーフィジカル層において、日本の

複雑で面倒なタスクをこなせる現場（フィジカル層）での強みをもとに、デジタルを

取り入れ現場システムを高度化させていくことが必須となる。中部圏においては、製

造業を中心としたサプライチェーンにおけるすり合わせ技術等による高効率・高品質

等のフィジカルの強みを、デジタル化により高度化・標準化し、システムとして海外

に売り込むことを目指す。【産】 

・中部圏では多様な産業・技術の連携により新規領域にチャレンジし、国際標準を獲得

するなどの、産業・技術集積によるポテンシャルを生かす取り組みが求められる。脱

炭素に向けて、需要側と供給側の平仄を合わせた水素・アンモニアのサプライチェー
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ン（国内外でつくる・運ぶ・消費する）の構築と社会実装の加速化を図り、ビジネス

（商取引・契約等）と技術（運搬船関連設備・機器、燃焼利用仕様等）の両面から国

際標準化していくことを目指す。【産学官】 

・政府の「自動車産業ミカタプロジェクト」なども上手に活用し、EV化へのトランジシ

ョンを社会実装、サプライチェーンにおける標準化につなげていく。【産】 

・サプライチェーンにおいて、日本の技術・システムやビジネスモデルを社会実装し、

それを国際標準化することが、日本の自律性の確保および優位性ひいては不可欠性の

獲得につながり、経済安全保障に寄与するという意識変革を図り行動する。【産学官】 

 

第６章 中経連の社会実装・国際標準化の取り組みの例 

・中経連の 2020年度提言書において、「中部圏は、その特性（一次産業も含めた様々な

産業・技術集積、豊かな自然環境、モノづくり分野で循環型社会が形成等）から、東

京一極集中の是正を実現する自立・分散かつ地域循環型の広域圏のひな型を示すこと

のできる圏域であることを発信しつつ、主体的に行動していくこと」を宣言した。 

・こうした自立・分散かつ循環経済型のネットワーク形成に向けた取り組みについても

社会実装・国際標準化を意識して取り組む。【産学官】 

・中経連は 2022年度、東海国立大学機構と共同で脱炭素社会構築に向けた「共創の場」

の確立方法例を検討した。 

・これをベースに、東海国立大学機構・中経連で主導し、個別のプロジェクトだけでは

なく、その組み合わせを含む全体の進捗や課題などをマネージする仕組みを段階的に

構築し、企業の投資を呼び込み、統合的・整合的・計画的な社会実装を目指す。【産学

官】 
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【国際標準化推進と経済安全保障との関係について】 

・2022年５月に、サプライチェーンの強靱化などの４つの分野から成る経済安全保障推

進法が成立したが、それ以前から既存の法制の中で経済安全保障の推進に資する取り

組みは進められてきた。 

・2021年 11月に開催された第１回経済安全保障推進会議において、経済安全保障上の

主要課題について以下の３つに分類された（図表参照）。 

  ①これまでに着手した取組で、今後も継続・強化していく分野 

  ②今後取組を強化する上で、法制上の手当てを講ずることによりまず取り組むべき

分野 

  ③今後の情勢の変化を見据え、さらなる課題について不断に検討 

 

・国際標準化推進に関する取り組みは、図表の「国際秩序の維持・強化」の「ルールメ

イキング」に該当する。 

 

図表 経済安全保障上の主要課題 

 

（資料）第１回経済安全保障推進会議（2021 年 11 月 19 日） 
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・また、経済安全保障推進法に基づき、2022 年９月に基本方針1が制定されたが、同方

針の「基本的な考え方」によれば、今後の施策の推進に当たっては、以下の３つの目

的に向けた取り組みが必要としている。 

 

①他国・地域に過度に依存しない我が国の経済構造の自律性の確保 

②先端的な重要技術の研究開発の促進等により、他国・地域に対する優位性、ひい

ては国際社会にとっての不可欠性の獲得・維持・強化 

③国際秩序やルール形成に主体的に参画し、普遍的価値やルールに基づく国際秩序

の維持・強化 

 

・国際標準化推進に関する取り組みは、上記の③に該当し、①の自律性の確保および②

の優位性、ひいては不可欠性の獲得・維持・強化に寄与する。 

 

・デジタル化やイノベーションの変化の中で、最終的なサービスの価値を提供する企業

と、それを支える技術を提供するモノづくり企業を、一体的なバリューチェーンとし

てとらえ、我が国の企業が様々な価値を提供していくことが重要になってくる。また、

スタートアップ等からの研究開発成果を、実証から社会実装、国際標準・規格の取得

へと確実につなげるためのファイナンスを含めた適切なマネジメントを行う必要が

ある。これらの取り組みが、グローバルな市場の中での存在感を示し、産業をリード

していくことで、経済成長や安全保障につながっていく。 

 

  

 

1 「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する基本的な方針」 
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第１章 研究開発から社会実装に向けて 

・スタートアップから生み出される新たな技術や、カーボンニュートラル実現などのた

めの広範な研究領域から生み出される多種多様な技術・システムの社会実装が課題と

なっている。 

・本章では、日本の研究開発や産学連携の状況、国際共同研究について、文部科学省の

「科学技術指標 2022」等から、主にデータをもとに概観した後、研究開発から社会実

装に当たっての課題と必要な取り組みについて述べる。 

 

１．科学技術指標等でみる研究開発の現状と課題 

（１）日本の研究開発費の推移 

・日本（OECD推計）の研究開発費2総額は、2020 年において 17.6 兆円3である。 

・日本は 2000～2020 年で 1.2 倍の増加となったが、同時期に中国は 27.2 倍、韓国は

6.7倍、米国は 2.6倍に増加4。 

 

《図表 1-1》 主要国における研究開発費総額の推移 

 

（資料）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標 2022」をもとに本会が加工・作成 

 

・日本の研究開発費と経済成長との間に好循環が生まれるようにしていく必要がある。 

・また、研究開発を促進させるうえで、企業の成長度合いに応じた研究開発税制の優遇

などの政策支援を充実させる必要がある。 

 

 

 

 
2 研究開発費とは、ある機関で研究開発業務を行う際に使用した経費であり、科学技術予算とは異なる。 
3 内訳は、企業 13.9 兆円、大学 2.1 兆円、公的機関 1.5 兆円。 
4 実質額（2015 年基準）では、日本 1.3 倍、中国 14.2 倍、韓国 4.6 倍、米国 1.8 倍に増加。 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1981 84 87 90 93 96 99 02 05 08 11 14 17 2020

研
究
開
発
費(

名
目
額)

兆円

年度

名目額（OECD購買力平価換算）

日本

日本（OECD推計）

米国

ドイツ

フランス

英 国

中国

韓国

EU-27



8 

 

（２）日本の部門別の性格別（基礎研究・応用研究・開発）研究開発費 

・日本の企業は「開発」が約８割、大学は「基礎研究」が約５割・「応用研究」が約４割、

公的機関は「開発」が５割。 

 

《図表 1-2》 主要国の部門別の性格別研究開発費の内訳 

 

（資料）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標 2022、調査資料-318、2022 年 8 月 

 

・日本の大学における応用研究費の比率は、主要国に比べて低いわけではないが、基礎

研究のみならず、具体的な技術・製品に結び付く応用研究も重視し、社会実装を目指

した研究について、相応の評価をするなどの仕組みを整える必要がある。 
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（３）研究開発人材 

①博士号取得者数 

・各国最新年度において、博士号取得者数が最も多いのは米国（9.2万人）であり、中

国（6.6万人）、ドイツ(2.6万人)が続く。日本は 1.5万人。 

・2000年度（中国は 2005 年度）と最新年度を比較すると２倍以上となっているのは韓

国、中国、米国である。日本は 2006 年度をピークに減少傾向。 

・主要国の博士号取得者数を人口 100万人当たりで見ると、日本は 2019 年度で 120人

であり、他国と比べて少ない。他国の最新年の値を見ると、最も多い国はドイツ(315 

人)、次いで英国(313 人)。 

 

《図表 1-3》 主要国の博士号取得者数の推移 

 

（資料）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標 2022」をもとに本会が加工・作成 

 

《図表 1-4》 人口 100 万人当たりの博士号取得者数の推移 

 
（資料）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標 2022」をもとに本会が加工・作成 
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②女性研究者数・割合 

・我が国の女性研究者の全研究者数に占める割合は 2021年で 17.5％である。その割合

は、調査国・地域中、最も小さいが、その数で見ると、英国、ドイツに次いで多い。 

 

《図表 1-5》 男女別研究者数と女性研究者数の割合（HC値比較） 

 

HC: Head Count（実数値) 

（資料）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標 2022」をもとに本会が加工・作成 

 

・研究人材確保は最優先課題。海外への頭脳流出も防がなければならない。 

・安定した雇用環境の提供など、研究者が安心して積極的に研究に取り組める環境整備

が必要となる。企業も博士人材の活躍の場を検討する必要がある。 

 

（４）企業の研究開発投資（本会アンケート調査結果） 

【中長期的な競争力を維持していくために十分な研究開発投資が行われているか】 

・「そう思う」、「ややそう思う」を合わせても 28％に過ぎない。 

・設問の「十分に行われているか」は主観的な問いではあるが、「本当はもっと増やし

たいが、そうできていない状況」にあるものとして回答したと推察される。 

 

《図表 1-6》 十分な研究開発投資が行われているか （n=89） 

 

（資料）本会アンケート調査（実施期間：2022 年 10月７日～11 月１日） 
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２．産学連携（研究開発） 

（１）研究開発費 

①大学等が企業から受け入れた研究開発費の推移 

・産学連携の状況を示す指標のひとつ。 

・1990 年代は停滞気味。2000 年代に入ると著しい増加を示したが、2007 年度をピー

クに減少に転じた。2010 年度以降は増加傾向が続いたが、最新年では横ばいに推移。 

・2020 年度は 1,076 億円。これは同年の企業の研究開発費 13.9兆円の 0.8％。 

 

《図表 1-7》 大学等における内部使用研究費のうち企業から受け入れた金額の推移 

 
（資料）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標 2022」をもとに本会が加工・作成 

 

②大学等の研究費に占める産業部門の負担割合 

・大学等の研究費に占める産業部門の負担割合（％）は、日本が 3.4%に対して米国 5.6％、

ドイツ 13.6％、中国 26.2％。 

 

《図表 1-8》 大学等の研究費に占める産業部門の負担割合（2019 年） 

 
注：英国は 2018 年                 

（資料）国立研究開発法人科学技術振興機構「イノベーションエコシステム形成に向けた産学橋渡しの現状と課題」（2022

年３月）の「表 3-11 OECD “Research & Development Statistics”各国の比較まとめ」より本会が加工・作成 
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③民間企業との共同研究の規模別実施件数内訳 

・研究者個人と企業の一部門の連携にとどまり、小規模なものが多い。 

・共同研究全体の１件当たりの研究費受入額は約 294万円。 

 

《図表 1-9》 民間企業との共同研究の受入額規模別実施件数内訳 

 
(資料) 文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について 令和２年度実績」令和４年２月１日（公表） 

 

・新たな知や付加価値の創出のために、産学連携（研究開発）を強化する必要がある。 

・社会実装を目指した実りある産学官連携を推進するために、国のガイドラインや好事

例5を共有しつつ、協調領域や競争領域における役割分担や連携のあり方の具体策を

検討する必要がある。 

・新しい複雑な研究開発分野においては協調領域と競争領域を分けて、大学・企業の不

必要な競争を排除する。特に研究開発の初期の段階においては、幅広く協調して研究

する。 
 

《図表 1-10》 産学官連携による共同研究強化のための国のガイドラインについて 

 概  要 

大学等への
処方箋 

資金の好循環 
・研究者等の有する「知」への価値付け、研究成果として創出された「知」への価値付け、 
必要となるコストの適切な分担 

知の好循環 
・知的財産権の積極的活用を前提とした契約 
人材の好循環 
・兼業・クロスアポイントメント制度の活用 
産学官連携の更なる発展のために検討すべき事項 
・大学等の外部の組織の活用、研究・産学官連携に対するエフォートの確保 

産業界への
処方箋 

 

プロジェクトの構想・設計 
・経営層のコミットメント、様々な経路でのパートナー探索、ビジョンやゴールの設定 
共同研究のマネジメント 
・連携の責任者と窓口の一元化・明確化、複層的なコミュニケーションと進捗管理 
パートナーへの投資 
・連携により得られる「価値」への投資、大学のマネジメント等に対する適切な支出 
長期的な人的関係の構築 
・人材交流の深化、次世代を担う人材の育成 
研究成果の事業化 
・共同研究から事業化までの継ぎ目無い接続、価値創造のための知的財産の戦略的活用 

（資料）文部科学省・経済産業省「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】（概要）」（2020
年６月 30 日）をもとに本会が加工・作成 

 
5 文部科学省・経済産業省「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」（2016 年 11 月 30 日）、文部科
学省・経済産業省「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】」（2020 年６月 30 日）参照。 
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（２）大学の共同研究等の実績ランキング 

・中部圏の大学は、外国企業との共同研究実施件数が相対的に少ない。 

 

《図表 1-11》 大学の共同研究等の実績ランキング（ベスト３と 30 位内の中部圏大学のみ記載） 

順位 民間企業からの研究資

金等受入額（共同研究・受

託研究・治験等・知的財産） 

民間企業との共同研究

実施件数 

民間企業との共同研究に

伴う研究者 1人当たりの研

究費受入額 

単位 （億円） （件） （千円） 

１ 東京大学    （145） 東京大学   （1,977） 豊橋技術科学大学（2,424） 

２ 大阪大学    （109） 大阪大学   （1,382） 東京工業大学  （2,228） 

３ 京都大学    （ 75） 東北大学   （1,306） 東京大学    （1,844） 

５ 名古屋大学      （ 49）   

７   名古屋工業大学 （1,598） 

９  名古屋大学   （619） 名古屋大学   （1,393） 

12  信州大学    （447）  

16  岐阜大学    （347）  

18  名古屋工業大学 （326）  

25  三重大学    （278）  

26   岐阜大学     （650） 

29 岐阜大学         （ 7）  岐阜薬科大学   （626） 

30  静岡大学    （225）  

順位  外国企業との共同研究

実施件数 

外国企業との共同研究

費受入額 

知的財産権等収入 

単位 （件） （百万円） （百万円） 

１ 東京大学    （32） 京都大学    （405） 京都大学          （811） 

２ 京都大学    （23） 東京大学    （169） 大阪大学        （612） 

３ 東京工業大学  （22） 東京工業大学   （136） 九州大学      （605） 

５    

７    

９   名古屋大学     （123） 

10 信州大学         （ 8）   

17  岐阜大学    （40）  

18  名古屋大学     （37）  

22  信州大学    （27）  

25   名古屋工業大学    （51） 

27  豊橋技術科学大学（16）  

30   信州大学       （40） 

（資料）一般社団法人 日本経済団体連合会・経済産業省・文部科学省「大学ファクトブック 2022」 
（令和４年３月 18 日）をもとに本会が加工・作成 
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（３）地域社会との産学連携関係 

・東海地方では名古屋大学、北陸・甲信越地方では信州大学が第一位。 

 

《図表 1-12》 Ranking 項目別ランキング：地域社会との産学連携関係 

 

○同一県内企業*及び地方公共団体との共同・受託研究実施件数（地方別） 

  *大学等と契約した企業が同一都道府県内にある企業 

  

 
 
（資料）一般社団法人 日本経済団体連合会・経済産業省・文部科学省「大学ファクトブック 2022」 

（令和４年３月 18 日） 
 

（４）産学官連携をはじめとした外部との連携（本会アンケート調査結果） 

 

【産学官連携をはじめとした外部との連携】 （n=88） 

・（国内）大学・研究機関との連携は、「できている」、「ある程度できている」が 47％と

他の連携より多い。 

・すべての項目で「できている」との回答はほとんどなく、外部との連携が不十分との

認識を持っているものと想定される。 
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《図表 1-13》 外部との連携（国内） 

 
（資料）本会アンケート調査（実施期間：2022 年 10月７日～11 月１日） 

 

 

《図表 1-14》 外部との連携（海外） 

 

（資料）本会アンケート調査（実施期間：2022 年 10月７日～11 月１日） 

 

 

 

 

 

 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

大学・研究機関との連

携

政府（行政）との連携

自治体（行政）との連

携

同業種他社との連携

異業種他社との連携

スタートアップとの連携

a：できている b：ある程度できている c：あまりできていない d：できていない

e：連携の必要性は少ない f：連携の必要性はない g：わからない

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

大学・研究機関との連

携

政府（行政）との連携

自治体（行政）との連携

同業種他社との連携

異業種他社との連携

スタートアップとの連携

a：できている b：ある程度できている c：あまりできていない d：できていない

e：連携の必要性は少ない f：連携の必要性はない g：わからない
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３．国際的な知識・技術ネットワークの必要性 

・研究開発やマーケティング、ブランド戦略など、製造・組立の前後の経済活動が高い

付加価値を生む。 

 

《図表 1-15》 スマイルカーブ 

 

 
（資料）戸堂康之氏本会主催講演会資料（2022 年 10月 24 日） 

 

・高付加価値を生む活動こそグローバル化、つまり海外現地企業、大学・研究機関と高

度な分野での知的連携が必要である。 

・オープンイノベーションでの連携先は日本の大学・企業に限定して考える必要はない。

国際的な知的連携の効果は大きい。国際共同研究の方が国内共同研究よりも特許の質

が高いとの研究結果もある。 

 

《図表 1-16》 特許の質の国内・国際共同研究比較 

 

 

Iino, Inoue, Saito, Todo (2021), Japanese Econ. Rev. 

（資料）戸堂康之氏本会主催講演会資料（2022 年 10月 24 日） 
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４．研究開発から社会実装に当たっての課題と必要な取り組み 

（１）成功する社会実装について 

・複数の事例分析等からの、成功する社会実装の４つの原則と１つの前提は次のとおり。 

 

 《図表 1-17》 成功する社会実装の４つの原則と１つの前提 

 内   容 

４つの原則 ①最終的なインパクト（事業活動による長期的な変化や最終的に目指

すべきゴール、理想）と、そこに至る道筋を示している 

②想定されるリスクに対処している 

③規則などのガバナンスを適切に変えている 

④関係者のセンスメイキング（納得、腹落ち）を行っている 

１つの前提 社会実装をしようとしているテクノロジーに対するデマンドがある 

（資料）馬田隆明「未来を実装する」、英知出版、2021 年をもとに本会が加工・作成 

 

・すなわち、インパクトによって目的地を定め、新たなガバナンスを形作ることで、リ

スクを緩和しながら目的地への運転の仕方を規定し、センスメイキング（納得、腹落

ち）のプロセスを通じて、ステークホルダーの持つ資源を多く引き出すことがカギと

なる。 

・まず、インパクトから始めることが重要。目的地を示し、バックキャストでそこに至

る道筋を示す。 

・「総合知6」でありたい未来・社会を描く。理想がなければ課題もない。 

 

（２）産学官の共通言語の必要性 

・多様かつ多数の関係者が協働するには「共通言語」が必要となる。その一例として、

これまで主にパブリックセクター（公的部門）やソーシャルセクター7が使ってきたツ

ールである「ロジックモデル」を紹介する8。 

・最近では民間企業でもその活用が進みつつあるが、社会や投資家が企業に対して社会

課題の解決を求めることが増えていることがその背景にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
6 専門領域の枠にとらわれない多様な知を持ち寄り、新たな価値の創出を目指す。 
7 社会課題解決を目的とした組織・団体の総称。 
8 両部門でロジックモデルが広がってきた背景には、社会的インパクトの計測の難しさ、多様なステークホルダー
の政策決定への参加、エビデンスに基づく政策（EBPM）の流れの３つが挙げられる。 
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《図表 1-18》 ロジックモデルの概念図 

 

（資料）馬田隆明「未来を実装する」、英知出版、2021 年をもとに本会が加工・作成 

 

《図表 1-19》 ロジックモデルの要素について 

要 素 説   明 ゲーム会社の例 

インプット／リソース 

【投入】 

・投入する資源（資金、人材、知財、

技術、文化など） 

資金、人材、知財、技

術 

アクティビティ 

【活動】 

・プロセスや事象、行動 

 

ゲーム機の開発 

アウトプット／実装 

【結果】 

・製品やサービスなど 

 

ゲーム機の完成 

アウトカム 

【成果】 

・製品やサービスによる個人や環境

の変化・効果 

・短期・中期・長期などに細分化され

ることも多い 

ゲーム機で遊ぶ子供

たちの喜び 

インパクト 

【社会経済的変化】 

・成果がもたらす社会的な変化や効

果。組織が存在する理由 

会社に関わるすべて

の人を笑顔にする 

（資料）馬田隆明「未来を実装する」、英知出版、2021 年をもとに本会が加工・作成 

 

・例えば、大企業とベンチャーでロジックモデルを共有し、「アウトカム（成果）」で一

致したところを協働することなどが考えられる。全てで一致する必要はない。 

 

（３）ガバナンスのアップデート 

・ガバナンスとは、関係者や関係するモノの相互作用を通じて、法律（制度）や社会規

範、市場、アーキテクチャー9などを形成・変化させることで、効率・公正・安定的に

社会や経済を治めようとするプロセス全般のことである。 

・テクノロジーの社会実装は、技術開発だけではなく、技術と、技術の周りに丁寧に作

りこまれた法、制度、人々によるネットワークと相互作用の体系を作り上げていくこ

 
9 コンピュータやシステム全体の設計思想や構造のこと。本来は、建築分野で使われていた設計方法や構造を指す
言葉。 

インプット アクティビティ アウトプット インパクト

／リソース ／実装 中期的 長期的

アウトカム

短期的
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と。ガバナンスをアップデートするとは、こうした相互作用のシステムをアップデー

トすることである。 

 

（４）社会実装・標準化につながる研究開発 

・一般に、大学は企業が通常行うようなビジネス目的の事業は実施できないことから、

大学における研究成果から抽出された付加価値を社会に提供する役割は、主に企業

（大学発スタートアップを含む）に期待される。 

・現状大学が取り得る社会実装のプロセスは、①企業との共同研究を通じた技術移転、

②企業への知財ライセンス、③スタートアップの起業に大別されるが、大学の研究成

果の社会実装のためには、いずれの方法を採ってもどこかのタイミングで、企業によ

る事業化がなされる。そのため、大学の研究成果の社会実装においては、常に、将来

の事業化を念頭に置きつつ活動することが肝要である。 

・研究開発の段階から社会実装を見据え、知財戦略と連携し標準化についても検討する

必要がある。 

 

《図表 1-20》 大学における研究成果の社会実装プロセスの概要 

 

（資料）特許庁「知財戦略デザイナー派遣事業 2021ナレッジ集」 

 

・さらに言えば、研究成果から抽出された付加価値が企業により社会実装されると、金

銭的な対価に加え、社会実装後の新たな社会ニーズ等が大学に対してもたらされる。

そして、それがさらなる研究の深化や新たな研究領域の開拓における原動力となるこ

とにより、次なるイノベーションによる新たな付加価値が社会に提供される好循環の

形成が期待される。 
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《図表 1-21》 研究成果を社会へ還元する循環システム 

 
（資料）特許庁「知財戦略デザイナー派遣事業 2021ナレッジ集」 

 

（５）社会実装までの障壁の克服 

・「技術経営」の理論では、研究開発から事業化までのプロセスにおいて乗り越えなく

てはならない「魔の川」、「死の谷」、「ダーウィンの海」という３つの障壁がしばしば

指摘される。 

 

《図表 1-22》 事業化までの３つの障壁 

 説 明 

魔の川 研究ステージと製品化に向けた開発ステージの間に存在する障

壁。具体的な新製品、新サービスの開発プロジェクトとして立ち

上げる困難さを示す。 

死の谷 開発ステージと事業化ステージの間に存在する障壁。製品であれ

ば調達や生産、流通の手配を整えなければならず、巨額の資金が

必要となる。 

ダーウィンの海 事業化ステージと産業化ステージの間に存在する障壁。市場に定

着する困難さを示す。市場で行われる製品や企業間の生存競争や

淘汰、環境への適応といった過程をダーウィンの進化論に重ね合

わせた表現。 

（資料）各種資料をもとに本会が作成 

 

 

 

 

 

 

 



21 

 

《図表 1-23》 事業化までの３つの障壁の概念図 

 

（資料）内閣府資料 

 

《図表 1-24》 ３つの障壁・企業ビジネス・研究開発（JAEA の例）の関係 

 

（資料）国立研究開発法人日本原子力研究開発機構「イノベーション創出戦略改定版」2020 年 11 月 

 

・技術、社会の双方が複雑化するなか、線形的・漸進的な研究開発・社会実装の手法は

限界となってきている。アジャイル型10の研究開発が志向されているが、「魔の川」、

「死の谷」、「ダーウィンの海」の境界線が曖昧となり、３つの障壁に同時に遭遇する

状態となってきているとの指摘もあり、新たな視点・対応が必要となっている。 

 

（６）ファイナンスの促進 

・開発から自立商用に向けた取り組みにあたっては、公的資金による支援が難しいうえ

に、民間からの資金調達手段が限られるため、資金ショートが起こりやすい（死の谷）。

どの段階において、どのような資金需要があるかを必ずしも明確化できていないこと

が課題として指摘される。 

・資金ショート（死の谷、ダーウィンの海）を乗り越えるため、ファンドからの資金調

達を視野に入れた取り組み（適時適切な情報開示、金融機関やファンドから人員を受

 
10 「アジャイル」とは「機敏な、明敏な」などの意味。システム開発の世界で、全体設計を初めに行った上でそれ
に従って順次開発を進めるのではなく、「企画要件→設計開発→テスト確認」と「振り返り」を繰り返しながら、変
化を迅速に取り入れ、ユーザー・開発チームが一体となって開発を進める手法。 
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け入れることによる事業計画や体制の整備など）が必要となる場合がある。 

・投資対象として選定されるためには、自社技術をオープンにすることが求められる場

合があり、オープン領域とクローズ領域の線引きなどの知的財産戦略を策定する必要

がある。 

・また、スタートアップ等からの研究開発成果を、実証から社会実装、国際標準・規格

の取得へと確実につなげるためのファイナンスを含めた適切なマネジメントを行う

必要がある。 

 

《図表 1-25》 開発から商業化へのファイナンスの課題 

（資料）経済産業省「イノベーションファイナンス促進に向けたクライメート・イノベーション・ダイア
ログ（CID）」（2022 年 1 月） 

 

・ベンチャーキャピタル（以下 VC）に対する出資者を比較すると、日本国内の VCは年

金基金、海外投資家基金からの割合が低く、事業会社からが大きな割合を占める。ペ

イシェント・リスク・マネー（年金基金等、利益があがるまで長期的に耐えることの

できる資金）の量の拡大と投資対象として選定されるための適切な情報開示が必要と

なる。 

・また、日本は諸外国に比べて金融資産に占める現預金の割合が大きいことが指摘され

る。家計の金融資産における現預金は 1,000兆円にのぼると推計され、資産合計 2,000

兆円の半分を現預金が占めている（米国は 14％、ＥＵは 35％）。相対的にリスクが高

いとみなされる分野にも投資マネーが還流されるべく、投資にあたってのガイドライ

ン整備や投資マインドを醸成するための金融リテラシーの向上が求められる。 
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《図表 1-26》 VCに対する出資者の国際比較 

 

 
（資料）株式会社産業革新投資機構 「JIC 新体制発足後１年間の取り組みについて」（2020 年 12 月 8 日） 
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第２章 ルール形成、標準化について 

・本章では、ルール形成による市場拡大・創出を狙った企業戦略の実践方法について概

説した後、ルール形成の一つである標準化の基本的事項および標準化戦略について説

明する。 

 

１．市場形成力について 

（１）市場形成力とは 

・経済産業省では、カーボンニュートラル等の社会課題解決を新しいビジネスの機会と

捉え、ルールメイキングを活用し、新たな市場を形成する力を、「市場形成力」と定義

している。 

・市場形成力とは、「アジェンダ構想力」、「社会課題解決力」、「ルール形成力」の３つか

ら構成される。 

・企業はまず市場形成力を意識し、ブレークダウンしてルール形成に取り組む必要があ

る。 

 

 《図表 2-1》 市場形成力とは 

市場形成力 概 要 

アジェンダ構想力 社会課題解決と事業の持続可能性を両立させる市場形成のス

トーリーを構想・設計する力 

社会課題解決力 専門人材、技術・アイデア、ノウハウ・経験や、課題解決を推

進する体制・組織内方針等、アジェンダ（社会課題）解決に必

要な能力やアセット 

ルール形成力 ルール形成に資する能力やアセット 

 

（資料）経済産業省 基準認証政策課「市場形成力について」（2022 年３月）をもとに本会が加工・作成 

 

（２）ルール形成のプロセス 

・ルール形成活動は非常に時間を要するため、経営層の理解と支援が不可欠である。 

 

《図表 2-2》 ルール形成に求められる活動 

 

（資料）経済産業省 基準認証政策課「市場形成力について」（2022 年３月） 
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２．ルール形成による市場創出に向けて 

（１）ルール形成で既存製品の新市場を創出 

・新技術で市場を生み出す技術イノベーションだけでなく、ルール形成で既存製品の新

市場を創出できる。 

・既存市場のなかに、新たな概念を作り出す（名前付け）ことにより、既存の需要をカ

テゴライズするとともに、膨大な追加需要を生んでいる。 

 

《図表 2-3》 エシカル消費市場の事例（英国） 

 

（資料）経済産業省 ルール形成型 市場創出の実践に向けて「市場形成ガイダンス」（令和４年３月） 

 

（２）「ルール形成型 市場創出」とは何か 

・「ルール形成型 市場創出」とは、社会課題解決活動とルール形成を組み合わせること

で新たな市場を創出するものである。 

・「社会課題解決」という大義名分のないルールは持続しづらい。 

 

《図表 2-4》 市場創出のためのルール 

 
（資料）経済産業省 ルール形成型 市場創出の実践に向けて「市場形成ガイダンス」（令和４年３月） 
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（３）「ルール形成型 市場創出」の成功パターン 

・「規制・基準」、「フォーラム規格・国際標準」、「民間認証・調達ガイドライン」による

３つの成功パターンがある。 

 

《図表 2-5》 ３つの成功パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）経済産業省 ルール形成型 市場創出の実践に向けて「市場形成ガイダンス」（令和４年３月）を

もとに本会が加工・作成 

 

（４）「ルール形成型 市場創出」パターン別企業事例 

・ダイキンによる中国におけるインバータエアコンに有利となる省エネ基準改定、 

ソニーによる近距離無線通信規格としての Felica 方式の国際標準化、 

雪ケ谷化学工業によるフェアトレード天然ゴムマークの創出などがある。 

 

《図表 2-6》 ３つの成功パターンの事例 

 

＜政策リードによる規制デザイン＞ 

インバータエアコン市場 [中国] （ダイキン） 

 

 

 

 

 

 

⇒環境負荷が低いインバータエアコンの普及を後押しする環境を構築 

 

 

規制・基準 

フォーラム規格 

国際標準 

民間認証 

調達ガイドライン 

＜政策リードによる規制デザイン＞ 

各国の産学官キーパーソンとの適切なリレーションを構築

し、市場創出に資する規制の策定／改革をリード 

 

 

 
＜標準化によるイノベーション連携の促進＞ 

標準化・規格策定や技術のオープン化を通じて、多様な事業

者が新市場に参入／貢献しやすくなる技術的基盤を構築 

＜業界コンセンサス形成による新たな「モノサシ」開発＞ 

アジェンダ／問題意識を提起して他企業を巻き込み、新たな

「価値」を定義する認証基準等を策定 

社会課題解決活動 エネルギー効率の高いインバータ・エアコンを製造・販売 

 

 

 ルール形成 

現地トップ企業を巻き込み、省エネ推進に苦慮する中国政府

の政策形成をリード 

インバータエアコンに有利となる省エネ基準改定を実現 
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＜標準化によるイノベーション連携の促進＞ 

キャッシュレス決済サービス市場（ソニー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒キャッシュレス決済サービスの普及を促す技術的基盤を構築 

 

＜業界コンセンサス形成による新たな「モノサシ」開発＞ 

フェアトレード天然ゴム市場（雪ヶ谷化学工業） 

 

 

 

 

 

 

 

⇒他社との連携を通じ、フェアトレードを軸とした新たな規範を創出 

 
（資料）経済産業省 ルール形成型 市場創出の実践に向けて「市場形成ガイダンス」（令和４年３月）を

もとに本会が加工・作成 

 

（５）「ルール形成型 市場創出」を支える経営のあり方 

・自社のパーパス（存在意義）とマテリアリティ（重要課題）を踏まえた経営戦略に加

え、ルール形成を完遂できる組織体制と人材の確保が必須。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会課題解決活動 

ルール形成 

➢キャッシュレス社会の実現に向け、セキュアな非接触 ICカ

ード技術方式「Felica」を提供 

 

 ➢近距離無線通信規格として Felica 方式の国際標準化を実

現 

➢ソフトウェア開発キットを公開し、Felicaアプリケーショ

ン開発への新規参入を容易に 

 

 

社会課題解決活動 

ルール形成 

➢フェアトレード（途上国との公正な取引）で調達した天然

ゴムを用いた製品を製造 

 
➢強制労働等がなく、公正に取引された天然ゴムを用いた製

品を証明する「フェアトレード天然ゴムマーク」を創設 

➢同業他社や取引先と連携して枠組みを拡大 
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《図表 2-7》 企業が具備すべき要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（資料）経済産業省 ルール形成型 市場創出の実践に向けて「市場形成ガイダンス」（令和４年３月）を

もとに本会が加工・作成 

 

３．標準化について（基本的な事項の解説） 

（１）標準化とは 

・自由に放置すれば、多様化、複雑化、無秩序化してしまうような「もの」や「事柄」

を少数化、単純化、秩序化すること11。 

 

《図表 2-8》 身の回りの標準 

 

 
（資料）経済産業省 HP「1 標準化の概要」 

 

 
11 一般財団法人日本規格協会 HP をもとに記載。 

経営方針・経営プロセス 

・自社の存在意義（パーパス） 

・注力する社会課題（マテリアリティ） 

・持続可能な経営に向けた価値創造ストーリー 

・市場規模（TAM）に係る経営指標 

組織体制 
・長期視点でのルール形成実行体制 

・ルール動向のタイムリーな把握・分析体制 

人材確保・育成 

・専門人材の採用・確保 

・専門人材の育成スキーム 

・TAM拡大に資する活動を評価する仕組み 
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《図表 2-9》 標準化のメリット・デメリット 

メリット 

（可能性） 

・市場創造・拡大 

・市場の安定（粗悪品や類似商品の排除等） 

・競争領域の限定（非標準領域にリソースを重点配分）12 

デメリット 

（可能性） 

 

・参入障壁の低下（技術のオープン化） 

・価格の低下 

・非標準製品・サービスの排除 

（資料）経済産業省 HP「1 標準化の概要」をもとに本会が加工・作成 

 

（２）標準とは 

・標準化によって決められた「取り決め」のこと。一般的には「規格」と同じ意味で使

われることも多いが、厳密には規格の「普及」といった意味合いも含まれるため、規

格より広義の概念となる。 

・標準（規格）は、その切り口によって次の種類に分類することができる。 

 

【強制力の有無による分類】 

強制標準（規格）：法令などに引用されることで強制力をもつ標準。 

任意標準（規格）：任意に使うことができる標準。（例：JIS（日本産業規格）、ISO（国際

標準化機構）、IEC(国際電気標準会議)など） 

【作成過程による分類】 

デファクト標準：市場競争で勝ち残った結果、市場において広く利用されている標準。

事実上の標準。（例：Windows、Google検索） 

デジュール標準：一般に認められている標準化団体が作成した又は作成している標準。

公的標準。（例：JIS、ISO、IEC など） 

フォーラム標準：特定分野の標準化に関心がある企業・専門家群の合意で制定される標

準。（例：IEEE（米国電気電子学会）、DVDフォーラムなど） 

 

（３）標準化する要素 

・標準化する要素としては大きく以下の４つがある。 

 

《図表 2-10》 標準化する要素 

標準化する要素 内   容 

製品仕様 製品の必須要求事項を標準化 

インターフェイス 製品と関連製品の接続部を標準化 

マネジメント・サービス マネジメント・サービスの内容を標準化 

評価方法 試験方法や評価基準を標準化 

（資料）経済産業省 HP「1 標準化の概要」をもとに本会が加工・作成 

 
12 製品・サービスの品質の測り方が標準化される場合は、測り方は差別化が難しくなるが、測られる対象となる品
質において差別化が可能となる。 
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（４）標準化の新たな役割について 

・近年は製品・サービスにとどまらず、社会的な課題の解決、新産業・新市場の創造、

企業の経営戦略ツールなどとしての標準化の役割が注目されている（第３章において

解説する）。 

 

《図表 2-11》 近年の新たな標準化分野  

分 野 事 例 

サービス・マネジメント ロボットサービス、小口保冷配送 

社会システム 自動走行システム、Society5.0 

デジタル・データ サイバーセキュリティ、AI・量子コンピューティング 

SDGs・環境 サステナブルな投資、循環社会 

 （資料）経済産業省 HP「1 標準化の概要」をもとに本会が加工・作成 

 

（５）標準化の活用事例 

・Ａ社（中小企業）は、開封後も内容物の鮮度を保てる液体容器を開発。技術を特許取

得し、その技術の評価方法の標準化にも取り組む。当該技術の信頼性を示すことが可

能となり、当初取引のなかった業界からも引き合いがくるようになった。国際標準化

を検討中。 

・Ｂ社（中小企業）は、交通事故などで自動車に閉じ込められた時に確実にガラスを破

砕しシートベルトを切断できる脱出支援ツールを開発。破砕・破断性能の試験方法を

標準化し、規格に基づき性能を示すことで、新規取引が拡大。JIS認証も取得、国際

標準化を検討中。 

 

４．標準化戦略について 

（１）知的財産と標準は事業戦略ツール 

・標準化は、知財や R&D と同じく、事業戦略を組み立てるために不可欠なツールである

が、標準化単独ではその価値のほとんどを発揮できない。 

・標準化・知財・R&Dを組み合わせることで、ビジネスモデルを強化し、市場の拡大や

持続的な競争優位を実現することが可能となる。 

 

（２）オープン＆クローズ戦略 

・標準化は「オープン戦略」に含まれる。他社に使ってほしい技術・基準・評価方法等

を普及させるために実施する。 

・逆に、独占したい技術等は「クローズ戦略」を駆使する必要がある。 
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《図表 2-12》 オープン＆クローズ戦略（その１） 

 

（資料）経済産業省 HP「2 標準化をビジネスで用いるための戦略」 

 

・オープン戦略は市場形成戦略であり、特定の技術・基準等を他社に伝播させることで、

市場の拡大を目指せる。 

・コア領域をクローズ戦略で守りつつ、他の領域でオープン戦略を実施して市場形成を

図る。 

 

《図表 2-13》 オープン＆クローズ戦略（その２） 

 

（資料）経済産業省 HP「2 標準化をビジネスで用いるための戦略」 
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（３）知財と標準の連携 

①メリット・デメリット 

・知財（特許）の権利化には、自社の優位性維持、ライセンスを通じた事業拡大のメリ

ットがある一方、標準化には市場拡大・安定などのメリットがある。 

・標準化された分野は、直接的な差別化が困難となるため、コア領域の標準化はしては

ならない。 

 

《図表 2-14》 知財と標準の連携（メリット・デメリット） 

 

（資料）経済産業省 HP「2 標準化をビジネスで用いるための戦略」 

 

  



33 

 

②知財と標準化の関係 

・標準と特許の組み合わせとしては、「自社特許を含めて標準化」、「自社特許等の周辺

を標準化」、「自社特許等を含む製品の評価方法を標準化」がある。 

 

《図表 2-15》 知財と標準化の関係 

 

（資料）経済産業省 HP「2 標準化をビジネスで用いるための戦略」 

 

（４）国際標準化における技術漏洩防止のための視点 

・技術漏洩しない標準化について、江藤（2021）は以下のとおり指摘している13。 

・日本の標準化活動において最も欠けているのが、標準化による技術漏洩の視点。先進

企業は早い段階から、「技術漏洩にならない標準化」を志向している。漏洩させたい

技術だけでなく漏洩させてはならない技術まで漏洩させている日本の標準化文化の

欠点といえる。 

・技術漏洩の可能性が最も高いのが、試験方法規格の設定。技術の細分化と、細分化さ

れた技術それぞれに設定された試験方法規格が、当該技術のフォロワーにとっては最

高の研究開発目標となり、急激な技術キャッチアップが進む。液晶パネルの試験方法

規格は、技術細分化公開の典型例といえる。 

・「技術漏洩しない規格のつくり方」は、単純な性能差を明確な数値で表す規格よりも

はるかに難しい。それに挑戦するのが、性能で勝負する日本企業の最も重要な標準化

戦略といえる。 

 

 
13 江藤学「標準化ビジネス戦略大全」、日本経済新聞出版、2021 年をもとに本会が要約。 
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第３章 国際標準化の現状と課題 

・本章ではまず、標準化に関する本会アンケート結果紹介後、カーボンニュートラルを

例に国際標準を巡る近年の世界の動きや、国際標準を他の政策と組み合わせ戦略的に

活用している欧州と日本の違いについて紹介する。 

・次に、新しい国際標準の潮流を理解するための重要な概念であるビジネスエコシステ

ムとプラットフォームについて説明する。 

・その後、国際標準の３つの分類や、国際標準化の事例について紹介する。 

 

１．標準化に関する本会アンケート調査結果の紹介 

【標準化の取り組み状況】 （n=87） 

・「過去に実績がある」、「現在取り組んでいる」、「現在取り組んでいないが、今後取り

組む予定」はそれぞれ 10％以下で少ない。 

 

《図表 3-1》 標準化の取り組み状況 

 

（資料）本会アンケート調査（実施期間：2022 年 10月７日～11 月１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32%
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7%
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４．現在取り組んでおらず、今後も取り組む予定はない

５．自社に関係ない

６．わからない

１．過去に実績がある

２．現在取り組んでいる

３．現在取り組んでいないが、今後取り組む予定である
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【国際標準化推進に取り組むために必要なもの】 （n=79） 

・戦略に関連する項目（「標準化戦略の経営層への意識浸透」、「経営戦略との連動」、「知

的財産戦略と標準化戦略の連携」、「国や自治体による国際標準化戦略の支援」）が多

い。 

 

《図表 3-2》 国際標準化推進に取り組むために必要なもの 

 

（資料）本会アンケート調査（実施期間：2022 年 10月７日～11 月１日） 

 

 

 

 

38%

38%

34%

33%

33%

33%

28%

28%
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19%

18%

15%

9%

8%

6%

5%

5%

4%

0%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

１．標準化戦略の経営層への意識浸透

１２．国や自治体による国際標準化戦略の支援

１４．優位性のある技術の開発

３．社内における標準化ノウハウの蓄積

５．経営戦略との連動

６．知的財産戦略と標準化戦略の連携

８．同業種他社との連携

１０．大学や研究機関との連携

１７．専門人材の確保や育成

４．標準化戦略策定に要する情報収集

９．異業種他社との連携

１５．研究開発から規格化へのスピード

２．企業内で標準化活動の専門部署を設置

１６．研究開発成果の社会実装への取り組みを強化する

１９．標準化の成功事例の共有

７．社内関係部署との連携

１８．標準化活動のモチベーション確保

１３．他国の官庁、利害関係者との調整

１１．大学における標準化に関する教育の強化

２０．標準化活動についての投資家の理解促進

２１．その他
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２．国際標準を巡る近年の世界の動きの一例 

・国際標準はそれ単独で考えるものではない。国際社会は、様々な要素が絡み合って動

いており、国際条約、国際標準、各国の産業政策、企業の情報開示、企業の格付け、

ファイナンスの 6つの要素の相互関係が大きな影響を及ぼす（図 3-3）。代表的な例と

して、カーボンニュートラルを取り上げる。 

・気候変動が注目される契機となった 1992 年の地球サミット以降、重要な国際標準が

次々と制定され、条約としての京都メカニズムや各国の産業政策に活用されることに

より、上記の各要素を歯車のようにかみ合わせ、大きな新市場の創出につながった。 

・ビジネスの基盤は社会課題の解決から始まるが、社会課題を特定し、それを解決する

ための対策を明確化しないと何も始まらない。それをいち早く標準化することにより、

各国の試行錯誤の無駄を省き国際協調が可能となり、同時に新たな市場を創り出せる。 

・カーボンニュートラルに関する市場創出と同様のパターンが、今後循環経済（サーキ

ュラーエコノミー）の分野でも繰り返される可能性がある。 

 

《図表 3-3》 国際標準と他の要素の相関 

 
（資料）市川芳明「国際標準化戦略の課題(上) 政策主導で専門組織創設を（経済教室）」、 

日本経済新聞、2022 年 3 月 10 日 

 

３．欧州と日本の違い 

・欧州型の産業政策の特徴は、法律とルール形成を含めた社会の仕組みづくりにより、

地域内産業の競争力を強化することにある。欧州の環境政策の背後には必ず産業政策

がある。標準化は国策として官主導で行っている。 

・2021年に発表された欧州の炭素国境調整措置はこうした産業政策の典型である。欧州

連合（EU）は域外の各国が比較的高い排出量と低い炭素価格を有することに着目し、

域内との差を関税として徴収することで欧州企業の競争力を高めようとした。世界的
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な排出量削減に貢献できるという大義名分が立つうえ、輸入製品の排出量の算定にフ

ェアな国際標準を活用することで、外国からの非難をかわせる。 

・日本の場合、欧州と異なり、標準化について民主導の原則がある。標準規格作りは民

間企業が主体的に活動することとされており、その活動費用も負担しなければならな

い14。 

・加えて日本から国際標準を提案するには、経済産業省の規格開発のテーマとして採択

されねばならない。この応募にあたっては「どの業界のどの事業に貢献するのか」を

明確化する必要がある。社会課題を解決し新たな市場の創出を目指すようなタイプの

標準はこうした説明が難しい。多数の業界に横断的に貢献する標準などは、業界が広

すぎて受け入れられにくい実情がある。 

・また、EUにおいては、そもそも法体系の中に欧州規格・国際標準の活用がビルト・イ

ンされているが、日本の法体系ではそうなっていない。 

・なお、EUは欧州の戦略的自律性の強化を掲げ、グリーンおよびデジタル社会への移行

に関連する戦略分野では EUが世界をリードするために、新たな国際標準戦略と 2022

年作業計画を 2022年２月に公表している。 

 

４．ビジネスエコシステムとプラットフォームについて 

・標準化を理解・活用するうえで、ビジネスエコシステムとプラットフォームについて

の理解が欠かせない。 

・ビジネスエコシステムとは、個社で製品・サービスを自ら顧客に提供するビジネスで

はなく、複数の企業や関係者が集まり、互いに商品やサービスを提供し合い、あるい

は助け合うコミュニティを構築するビジネスモデルである。相手に稼がせないと自分

も稼げない互恵的な関係が必須であり、これがビジネスエコシステムの本質といえる。 

・GAFAに代表されるビジネスモデル（エコシステム）は、データエコノミーと呼ばれる

現代社会に象徴的な形態であり、ネットワーク効果により指数関数的な成長が可能と

なった15。 

・ビジネスエコシステムにはプラットフォームが必要であり、プラットフォームにはル

ールや仕組みが必要となる。国際標準はプラットフォームに必要なルールといえる。 

・現代社会の社会課題といえば SDGsに代表されるが、17の目標のうち、どの一つも１

社では解決できない。ビジネスエコシステムこそ収益を上げる唯一の手段である。 

・稼げるビジネスエコシステムが描けて初めて標準化が活きてくるといえる。 

 

 

 

 

 

 
14 国際標準化には長期間を要する。経済産業省 HP「1 標準化の概要」によれば、一般的に約 3.5 年（国内標準化は
約２年）。規格作成や審議の難易度等により伸縮する。 
15 分散型のインターネットといわれる「Web3.0」が主流の時代になれば、巨大プラットフォーマーの覇権も変化す
る可能性があるとの予想もある。 
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５．国際標準の活かし方 

・国際標準は経営者視点から以下の３タイプに分類できる。 

 

《図表 3-4》 国際標準の分類 

分 類 内   容 

タイプ１ 互換性標準 

・規定するのは「共通仕様」。市場の拡大につながる。 

タイプ２ 「ものさし」の標準 

・商品や企業の優劣に至るまで、様々な対象を評価する方法と最低限必要

な水準などを規定する。 

タイプ３ 社会課題の解決方法を規定する標準 

・極めてハイレベルの標準で、本来は政府機関のなすべきテーマ。 

・経営上の効果は最も高いが、日本では最も知られていないタイプ。 

・2019 年に工業標準化法が産業標準化法に改正されるまでは、日本で公

式な標準とは認められていなかった。 

・個別の製品分野に特化していないことから、これを活用しようという企

業は少ない。 
（資料）市川芳明「国際標準化戦略の課題(上) 政策主導で専門組織創設を（経済教室）」、日本経済新聞

（2022 年 3 月 10 日）をもとに本会が加工・作成 
 

６．国際標準の事例の紹介  

（１）小口保冷配送サービスに関する国際規格（ISO23412）（タイプ２） 

・国際標準化機構（ISO）において、日本が主導し官民一体で取り組みを進め、規格発行

にこぎつけた。 

・輸送過程において積み替えを伴う保冷荷物の陸送配送サービスについて、適切な温度

管理を実現するための作業項目を定めたものである。 

・主な内容は以下の通り。 

保冷配送サービスの定義、輸送ネットワークの構築、保冷荷物の取り扱い、 

事業所・保冷車両・保冷庫・冷却剤の条件、スタッフへの教育訓練 他 

・小口保冷配送サービスの需要が急速に高まっている ASEANを中心としたアジア諸国に

おいて規格の普及を図り、粗悪なサービスを排除し健全な市場の成長を目指す。 

 

（２）サステナブルファイナンス（タイプ３） 

・カーボンニュートラルや SDGs の達成には、より多くの民間資金をグリーンプロジェ

クトへ誘導することが不可欠である。 

・そのために考案されたのがグリーンボンドであり、世界中でカーボンニュートラルを

巡る動きが加速するなかで、その市場は急成長を遂げている（図表 3-5）。 

・国際資本市場協会（ICMA：イクマ）16が、グリーンボンド原則（GBP）というルールを

 
16 スイスに本部を置く国際団体で、欧州を中心に世界 60 カ国以上、600 以上の金融機関が加盟しており、いわゆる
フォーラム標準（特定分野の標準化に関⼼がある企業・専門家群の合意で制定される標準）を策定している。 
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策定し、新たな金融市場を立ち上げた。 

・GBPは以下の４つの核となる要素から構成される。 

 調達資金の使途、プロジェクトの評価と選定のプロセス、調達資金の管理、 

 レポーティング 

・GBPにより、借り手と貸し手がウィン・ウィンの関係となるサステナブルファイナン

スのエコシステムが構築された。 

 

《図表 3-5》 世界のグリーンボンド発行額の推移 

 

 
（資料）環境省 HP（グリーンファイナンスポータル） 

 

（３）スマートシティの国際標準化（タイプ３） 

・日本がリーダーシップを発揮している分野である。 

・日本主導で立ち上げた ISO/TC 268（第 268技術専門委員会：コミュニティにおける持

続的な発展）の SC 1（第 1 小委員会：スマートコミュニティ・インフラ）は、エネ

ルギー、輸送／交通、上下水道、廃棄物／リサイクル、IT／都市データの５つのイン

フラを基本的な対象としており、都市化に代表される社会課題の解決策を提示するこ

とを主眼としている。 

・同小委員会は以下の６つの WG（作業部会）から構成される。 

 ①評価指標 ②インフラ間の統合と相互作用を取り扱う枠組み ③スマート交通 

④データ交換・共有 ⑤発電所 ⑥防災 

・ネットワーク効果により、スマートシティをビジネスエコシステムにすることを狙っ

ている（図表 3-6）。 
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《図表 3-6》 スマートシティの狙い 

 

 
（資料）市川芳明「ビジネスの基本ルールは自ら作れ 〜コンセプト規格と Society 5.0 の標準化〜」第

3 回、月刊アイソス 2019 年 6 月号 
 

（４）Society5.0 の国際標準化（タイプ３） 

①Society5.017の狙い 

・サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステ

ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。 

・サイバー空間を活用したビジネスエコシステムといえる。 

 

②Society5.0 の国際標準化 

・2022年４月、経済産業省の TC設立準備委員会が発足。 

 事業名：経済産業省 戦略的国際標準化加速事業 

 テーマ：持続可能な社会を実現するための人にやさしいトランジッションに関する国

際標準化 

・2023年に専門委員会（TC）設立提案予定。同時に複数の規格策定開始。 

 

③標準化提案の方向性 

ア．トランジションのルール形成 

・現実的に多くの人に受け入れられる変化の道筋（トランジション）のルール形成が必    

 要。人間中心のトランジションを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 
17 日本が提唱する未来社会のコンセプト。科学技術基本法に基づき、5 年ごとに改定されている科学技術基本計画
の第 5 期（平成 28～平成 32年度）でキャッチフレーズとして登場した。 
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《図表 3-7》 人間中心のトランジション 

 
（資料）市川芳明氏本会主催講演会資料（2022 年 10月 11 日） 

 

イ．積極推進されるべき領域・技術の例 

 

《図表 3-8》 積極推進されるべき領域・技術の例 

 内   容 

領  域 ・ハーム・リダクション（Harm reduction：危害削減） 

・中小企業や発展途上国の経済機会創出 

・課題の結合の削減 

・ペイン・リダクション（Pain reduction：痛みの軽減） 

・グリーン・ウォッシュ18の防止 

ビジネス ・アンモニア混焼 

・ブルー水素 

・ハイブリッド自動車 

・メタバース 

（資料）市川芳明氏本会主催講演会資料（2022 年 10月 11 日） 

 

  

 
18 実態を伴わないのに、あたかも環境に配慮した取り組みをしているように見せかけることをいう。whitewash（ご
まかし）と green（環境配慮）を組み合わせた造語。 
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第４章 国際標準化推進へ向けた必要な取り組み 

 

・本章では、国際標準化をはじめとしたルール形成に関する企業の意識改革・行動の必

要性について述べた後、国際標準化を今後の成長に結び付けるために企業や政府に求

められる取り組みについて記す。 

 

１．ルール形成に関する企業の意識改革・行動の必要性 

・経済産業省のアンケート結果によれば、「経営計画等において、ルール形成により新

たな市場を創造する構想を盛り込んでいる」と回答した企業は上場企業で３割弱に留

まる。また、「過去 10 年以内に、新たな市場創造を目的としたルール形成を行った実

績がある」企業も上場企業で２割強にとどまる19。 

・日本企業にとってルールは従うものであり、自らルールをつくり、新たなマーケット

を生み出すといった意識は低く、ルール形成による市場拡大・創出を事業戦略の中に

組み込めている企業は少ない。 

・しかし、ルールを作成した者あるいは作成に関与できた者が圧倒的に有利である。ス

ポーツの世界で、日本人選手が活躍している競技のルールが、いつの間にか不利な方

向に変更されていることはよくある。ビジネスも同じであり、最悪の場合、自社のビ

ジネス基盤を失いかねない。また、逆に一旦作成されたルール（デファクトも含む）

は変更されない（しにくい）というケースも多く、後でなかなか挽回ができない20。 

・新興国の追い上げが進む中、これまでの「QCD」（品質・コスト・納期）軸の競争だけ

では日本企業の勝機は薄くなってきた。市場そのものを創出していくアプローチが必

要となっている。 

・日本は米国・欧州・中国に比べ、人口は少なく21、経済規模も縮小しており22、ルール

形成において不利な側面はある。しかし、これも逆に、韓国の半導体やコンテンツ産

業のように、国内マーケットが小さいからこそ、最初から世界を目指すというインセ

ンティブが働く可能性もある。 

・また、欧米からアジア・アフリカへ世界の成長センターの移行やカーボンニュートラ

ルへの対応、新たな資本主義の模索などの世界のパラダイムの転換期において、日本

がアジア諸国等と連携しこれまでの欧米主導の仕組みに風穴を開けていくチャンス

といえるかもしれない。 

・日本企業でも、一部の企業（中小企業も含む）は、ルール形成を戦略的に活用して、

マーケットを拡大している。 

・今後、ルール形成戦略の有無によって、企業間の格差が開いていく可能性があるとい

えるかもしれない。単純に競争で勝つということではなく、成功が必ずしも保証され

 
19 経済産業省プレスリリース 20220317「企業の市場を形成する力と、その意識調査結果について 市場形成力指標
Ver2.0 を策定しました」による。調査期間：令和 3 年 11月 15 日から 12 月 20 日、令和 3 年 10 月末時点での日本
国内上場企業および従業員 50人以上の非上場企業の 10,000社、回答企業数：1,045 社（うち、上場企業 565 社） 
20 日本企業の LNG 購買契約は、仕向け地変更がきかないなど圧倒的に不利な条件のものが多いといわれている。 
21 米国：3.3 億人、EU：4.4 億人、中国：14.4 億人。日本：1.2 億人。 
22 日本の GDP 世界シェアは、2001 年 12.9%→2021 年 5.1％。 
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るわけではないが、戦略的な発想が求められる23。 

・中部圏は、産業・技術集積があり、それらの組み合わせによる技術やビジネスモデル

創出において優位性がある。国際標準化をはじめ、ルール形成による市場拡大・創出

について意識を持って取り組んでいく必要がある。 

・その一方で、ルール形成だけではなく、ルールが不利な方向で決まらないように国際

社会で立ち回ることや、決まったルールに適切に対応していくことも同じく重要であ

る。 

・また、我が国が作成を主導したルールが、海外諸国のルール形成戦略によって不利な

方向に変更されないように、「ルールを守る」視点も重視する。 

 

２．国際標準化を今後の成長に結び付けるために 

（１）企業の取り組み 

・国際標準化をはじめとしたルール形成による市場拡大・創出について意識変革を図り、

その市場創出の成功パターンと事例を関係者で共有したうえで、経営のあり方の検討

にまで踏み込む。 

・国際標準化機関は ISO（国際標準化機構）・IEC（国際電気標準会議）・ITU（国際電気

通信連合）の３つあり、ISOが電気・電子、電気通信以外の全ての分野を対象として

いる。JIS（日本産業規格）取得だけにとどまることなく、これらの国際規格取得を目

指す。 

・標準化・知財・R&Dを組み合わせることで、ビジネスモデルを強化し、市場の拡大や

持続的な競争優位を実現する（オープン＆クローズ戦略）。なお、標準化に当たって

は「技術漏洩にならない標準化」を志向する。 

 

（２）主に政府主導の取り組み 

①政府主導による統合的な取り組み 

・幅広い業種横断的な国際規格策定は民間だけでは難しい。 

・政府が中心となって、国際的なエコシステムを主導し、国際条約（国連，OECD，WEF

（世界経済フォーラム）などを含む）、国際標準（ISO等）、各国および日本の産業政

策、企業の情報開示、企業格付、ファイナンスの全てにおいて統合的な取り組みを展

開する。 

 

②国際標準化活動の取り組み方 

・WTO 協定や国際世論の動向も意識しつつ、まず目的を明確（日本の社会制度を守る、

日本の産業を拡大する）にしたうえで、どのような標準が必要で、どの標準化団体で

作成したらよいのか等、戦略的に進める。 

 

 

 

 
23 ある米国企業の経営者は、「競争は敗者がするもの」と言い放った。 
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《図表 4-1》 国際標準化の目的 

 

（資料）市川芳明氏本会主催講演会資料（2022 年 10月 11 日） 

 

③組織体制・人材育成の強化 

・幅広い業種横断的な国際規格策定は、企業内の担当者のみでは難しい。例えば、独立

した専門ファーム（プロフェッショナル育成組織）の設立など、何らかの形で人材を

プールする仕組みを検討する必要がある。 

・そうした「国際標準化の戦略立案から実現までを担うプロフェッショナル組織」は、

政策の一環としての国際標準化を委託業務として受注し、また民間企業からも委託を

受けられる。政策ツールとしても民間の事業戦略の支援としても活用できる。 

・また、この組織のもう一つの大きなメリットは、特に国際標準化を主導するスキルを

持つ人材の育成ができることである。 

・国際標準を提案して数々の会議で交渉をこなし、各国の賛同を取り付けて規格に落と

し込める人材は日本に極めて少ない（特に若手人材）。企業では国際標準化活動や国

際ロビーイングが常に必要なわけでなく、エキスパート人材を常時育成することは困

難である。 

・標準化人材育成に関しては、経済産業省では、企業が戦略的に標準を活用するために

必要となる人材として、３種類を挙げている(図表 4-2)。「DX 人材」と同様、一括り

にすることなくきめ細かく検討する必要がある。企業内で標準化人材を評価する仕組

みを構築し、その育成に取り組む。 

・また、標準化に取り組む人材の 50％を 50代以上が占め、若手人材が少ない（図表 4-

3）。若年層のうちに、標準化の経験を積む、あるいは研修等を通じて知見を備えるこ

とが必要である。 
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《図表 4-2》 標準化人材について 

人材の類型 人材の特性 

標準化戦略人材 企業の経営戦略として、標準化の活用方法を考える人材 

規格開発・交渉人材 規格の原案作成や国際会議での交渉を行う人材 

活用・普及人材 制定された規格の活用のための地合いづくりに取り組む人材 

(資料)第４回日本産業標準調査会基本政策部会資料（2022 年４月 26 日） 

 

《図表 4-3》 標準化活動に従事している者の年齢別内訳 

 

 
(資料)第４回日本産業標準調査会基本政策部会資料（2022 年４月 26 日） 
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第５章 社会実装・国際標準化推進によるサプライチェーン高度化等 
 

・サプライチェーンにおいて、日本の技術・システムやビジネスモデルを社会実装し、

それを国際標準化することが、日本の自律性の確保および優位性ひいては不可欠性の

獲得につながり、経済安全保障に寄与するという意識変革を図り行動する。自律性の

確保については、日本単独ではなく、同盟国・同士国との連携も含めて考える必要が

ある。 

・本章では具体的に、データ標準化・連携基盤確立、サイバー・フィジカル・システム

（有形のフィジカル世界と無形のサイバー世界の融合）、水素・アンモニアサプライ

チェーンの構築、EV化へのトランジションを例に説明する。 

 

１．サプライチェーンに関する企業の今後の対策について（本会アンケート調査結果） 

・「サプライチェーン全体の可視化」、「物流の安定化、物流ネットワークの確保」、「調

達動向の随時把握体制、予見可能性の向上」の順番に多い。 

 

《図表 5-1》 今後のサプライチェーン上の対策 （n=85） 

 
（資料）本会アンケート調査（実施期間：2022 年 10月７日～11 月１日） 
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２．企業間データ連携によるサプライチェーン高度化 

（１）サプライチェーン全体の可視化とデータ連携の必要性 

・企業におけるサプライチェーン可視化の範囲は、「対象（内容）」と「相手先」の２つ

の方向で拡大している（図表 5-2）。 

－モノ・リソースなどの可視化に加え、サプライチェーンにおける人権・環境対応や

GHG排出量などについても可視化の対象が拡大 

－自社内の可視化に加え、サプライヤーや物流・小売などサプライチェーン上流・下

流も含めて、エンド・トゥ・エンド（E2E）での情報共有と可視化 

 

《図表 5-2》 サプライチェーン全体の可視化の範囲の拡大 

 

サプライチェーン可視化のスコープ 

 

（資料）経済産業省「令和３年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（グローバル・
サプライチェーンの可視化に関する調査）」 

 

・可視化を起点に、サプライチェーン情報をコントロールタワー（複数拠点をまたぐ運

行の全体最適化を実現する機能）に集約化し組織横断的なデータ活用を実現するため

のサプライチェーン情報の統合管理と、AI 等を活用した意思決定支援の高度化を図

る必要がある。 

・サプライチェーンの可視化のためには、企業間のデータ連携が不可欠であり、標準化

が重要な要素となる。 

・さらに、サプライチェーンにおける企業間データ連携の発展形の、データを起点とす

る産業基盤構築（データエコシステム）により、新たな産業の創出にもつなげていく

必要がある。日本企業が競争力を保つには、データの活用がカギを握る。 

・なお、こうしたデータやシステムの整備とともに、サプライチェーンの真の能力の把

握や信頼関係醸成のためには、サプライチェーンにおける対話が必要となる。また、
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最終消費者（マーケット）の意向を把握することが肝要であり、その意味で消費者と

つながりの深い IT産業の振興や当該産業との連携が必要となる。 

 

（２）企業間データ連携による高度化 

①日本の状況24 

• データを起点とした産業基盤の整備は、下記のとおり Data-EX25、SIP26など産業横断

的取組が開始されているものの、局所的な取組に留まっており、業界横断・地域横断

でデファクト化するようなスケール感とはなっていない。早急な対応が必要である。 

－内閣府 SIPで個別機能開発を行いつつ、Data-Exが運用に必要なルールを整備 

－産業別の取組（日本自動車工業会、JEITA（電子情報技術産業協会）、電池サプライ

チェーン協議会等）は、サプライチェーン効率化や規制対応を対象としたユースケ

ースが主体 

・省庁毎、業種毎、企業毎、部門毎に縦割りで、「バラバラ」に開発や普及に取り組むの

ではなく、多種多様なユースケースにおいて共通して利用するソフト・ハード・ルー

ル等に関するデジタルインフラをデジタルアーキテクチャとして具体化することに

より、社会実装を推進していく必要がある。 

 

②データ連携に関する中経連アンケート 

 

《図表 5-3》 グループ企業以外の取引先等の他社とデータ連携を行っているか 

（n=90） 

 

・「実施している」、「実施していないが、今後実施予定」を合わせても 25％。 

・データ連携内容としては、CO2排出量が多い。 

 
（資料）本会アンケート調査（実施期間：2022 年 10月７日～11 月１日） 

 

 
24 第１回・第４回デジタル時代におけるグローバルサプライチェーン高度化研究会資料などを参考に作成。 
25 一般社団法人データ社会推進協議会（英名：DSA(Data Society Alliance)）が、分野を超えたデータ連携を実現
するために行う取り組みの総称（ブランド名）。 
26 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP：エスアイピー）。総合科学技術・イノベーション会議が府省・分野
の枠を超えて自ら予算配分して、基礎研究から出口（実用化・事業化）までを見据えた取り組みを推進。 

11%

14%

45%

4%

26%

１．実施している

２．実施していないが、今後実施予定

３．実施しておらず、今のところ実施予定もない

４．未定

５．わからない
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《図表 5-4》 他社とデータ連携を実施していない理由 （n=38） 

 

・「連携するパートナーがいない」が一番多い。 

（資料）本会アンケート調査（実施期間：2022 年 10月７日～11 月１日） 

 

（３）海外の企業間データ連携の状況 

・海外では、新たな産業基盤としてのデータの重要性が強く認識され、国・地域のレベ

ルで強化する取り組みが進められている。 

・各国は、自らの枠組みを、他地域・新興国へ展開することも狙っている。 

 

 《図表 5-5》 海外の企業間データ連携の状況 

 概   要 

中 国 ・BAT27等の ITメガプレーヤーが主体で企業間データ連携が進められる。 

・一方、民間企業のデータ支配の強まりに対して、政府が掌握を強める動

きも強まる。 

・更に、一帯一路政策も踏まえ、アジア新興国への展開を狙う。 

米 国 ・GAFAをはじめとした ITメガプレーヤーが、企業間データ連携を推進。 

・政府として、民間企業の経済活動を優先し、データ集積・利用への関与

は限定的。 

欧 州 ・米中の動きを受け、自国・域内でのデータ主権を確立するため、政府・

団体が主導となってデータ標準化・連携基盤確立を進めている。 

・更に、域内で確立した仕組み・枠組みを、アジア新興国などに展開する

ことも狙う。 

・関連イニシアティブ：IDS・Gaia-X・Catena-X 
 （資料）第２回デジタル時代におけるグローバルサプライチェーン高度化研究会（2022 年 8 月 24 日）

資料をもとに本会が加工・作成 

 

 

 
27 Baidu、Alibaba、Tencent 

18

13

12

10

9

3

1

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

２．連携するパートナーがいない

４．経済的メリットがない（データ受領側として）

３．経済的メリットがない（データ提供側として）

５．競合他社とは連携しづらい

１．データの互換性がない

６．データプライバシーのため

７．その他
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（４）IDS・Gaia-X・Catena-Xについて 

・IDS・Gaia-X・Catena-Xは、データ共有における標準ルール、統合インフラ、共通ユ

ースケースを構築。データの主権性の確立を原則としつつも、欧州として自国主導の

ルールや規制を織り込むことで、自らに有利なエコシステム構築を目指している。 

• ASEANに対しても、旧来からの industrie4.0展開に加え、IDS/Gaia-X/Catena-Xの積

極展開を狙っている。 

 

《図表 5-6》 IDS・Gaia-X・Catena-Xの全体像・構成要素 

 

 
  

（資料）第２回デジタル時代におけるグローバルサプライチェーン高度化研究会（2022 年 8 月 24 日） 

 

①IDS（International Data Space） 

・欧州を中心に世界 22 か国の様々な業界・分野の約 120 の企業・機関・団体会員。日

本企業も参加。元々は、ドイツのフラウンホーファー研究機構中心の産学官プロジェ

クトからスタートした（2014年）。 

・IDSはデータ共有促進のため、データ流通ルール・仕様策定、ユースケース蓄積を推

進。 

 

②Gaia-X 

・Gaia-Xは、効率的かつ安全なデータ流通のための基盤サービスを開発するプロジェク

ト。 

・Gaia-Xは元々プラットフォーマ―に対するアンチテーゼとして構想された。欧州は基

本的に、プラットフォーマ―がデータを独占するのは独占禁止法違反に相当し、デー

タ主権はデータの発生源にあるという GDPR(General Data Protection Regulation：

一般データ保護規則)の考え方を踏襲している。 
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・このため、Gaia-Xは GAFA のようにデータとコンピュータ資源、アプリケーションを

統合的に提供するのではなく、3つの機能を一旦分解し、データについてはデータの

発生源がデータ主権を保有しつつ保持、自律分散の連邦型の構造により企業間でデー

タ連携を図る仕組みである。 

・IDS/Gaia-Xにおいては、自動車のみならず、多岐にわたる業界のプロジェクトを公募。 

 

③Catena-X 

・ドイツ自動車業界における横断的なデータ連携基盤構築に向けた取り組みで、自動車

完成車メーカー・部品メーカー、機械設備メーカー、SaaS28カンパニーが参加するア

ライアンス（2021年３月設立）。日系企業も参画している。 

・自動車業界のバリューチェーン全体で情報およびデータ共有の統一された標準規格/ 

インフラを策定。 

・Catena-X は、2021 年 5 月、欧州の自動車産業における現在のトップテーマを、最初

の 10のユースケースとして定め、2022年に順次サービスを開始。 

・データ取得コストの低減、高い信頼性を売りに参加企業を増やし、Catena-Xに参加し

なければ自動車産業でのビジネスがやりにくい構造の構築を目指す。 

・ビジネスアプリケーションは競争領域として立ち入らないが、データ共有方法等は非

競争領域として共通化。 

・信用がおける第三者がデータを管理し、直接のビジネスパートナーの情報しか閲覧で

きない仕組み。 

 

《図表 5-7》 Catena-X の 10 のユースケース 

 

（資料）第 3 回 蓄電池のサステナビリティに関する研究会資料（2022 年７月７日） 

 
28 Software as a Service：ソフトウェアを利用者（クライアント）側に導入するのではなく、提供者（サーバー）
側で稼働しているソフトウェアを、インターネット等のネットワーク経由で、利用者がサービスとして利用する状
況を指す。 
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《図表 5-8》 Catena-X のロードマップ 

 

2021 2022 2023 2024 

 

フェーズ１ 

ネットワーク基盤の構築 

コンセプトの伝達 

フェーズ２ 

1000 までのユーザーと

つながる 

フェーズ３ 

グローバルな範囲・分

野の拡大 

（資料）「Catena-X Presentation」（HP）をもとに本会が加工・作成 

 

（５）今後の取り組み 

・企業間データ連携については、例えば製品のライフサイクルで CO2排出量を把握する

ために必要であるとの認識はあるものの、「なぜ欧州がそこまで熱心に取り組んでい

るのか、その必要性・重要性がよく分からない」、「取引や開発に関するデータが盗ま

れる可能性がある」、といった意見・心配があるかもしれない。 

・一部の会員企業のヒアリング結果ではあるが、企業間データ連携について「メリット

がない」、「ライバル企業とは連携しづらい」との声もあった。 

・しかし、欧州は国際標準戦略と一体で、データ連携による巨大なエコシステム構築を

狙っている。一度エコシステムにロックインされると不利になる可能性もあるし、そ

こに入らなくても実質的な業界ルールを制定されて不利になる可能性もある。官民で

早急に対応を図っていく必要がある。 

・これらの動向を注視し、日本が不利な扱いにならないよう対応していくとともに、日

本としても、グローバルな競争を勝ち抜くために、データ連携基盤構築・国際標準化

に対応した動きを加速していく必要がある29。 

 

３．中部圏・日本にとっての社会実装・国際標準化の分野の例 

（１）サイバー・フィジカル・システム（CPS：有形のフィジカル世界と無形のサイバー世界の融合） 

・サプライチェーン（製造分野等）の高度化を図り、国際標準を獲得し日本の優位性・

不可欠性を高める観点から、サイバー・フィジカル・システムについて紹介する。 

・日本企業は工場等のモノづくり現場など（地上：フィジカル層）において強みを発揮

してきたが、ネット空間（上空：サイバー層）においては GAFA に代表されるプラッ

トフォーマーに覇権を握られている。 

・その巻き返しも図りたいところではあるが、無数のモノがネットにつながる本格的な

IoT時代を迎え、上空のサイバー層と地上のフィジカル層の間の領域であるサイバー

フィジカル層（低空）が今後の日本にとって非常に重要な領域（主戦場）となってき

 
29 産業構造審議会総会（2022年５月 19 日）資料「経済秩序の激動期における経済産業政策の方向性」のなかで、
「データ連携によるアジアサプライチェーンの強靭化・高度化」を打ち出している。 
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た。 

・米国と中国がそれぞれ得意とする上空（サイバー層）での覇権争いを繰り広げるなか、

日本は、他国ではなかなか真似のできない、複雑で面倒なタスクをこなせる現場での

強みをもとに、デジタルを取り入れ現場システムを高度化させていくことが必須とな

る。 

・デジタル化が入り口であるが、これはまさに標準化の格好の事例といえ、日本がこの

領域で国際標準を獲得し、世界をリードしていくためのカギとなる概念の一例ともい

える。 

・中部圏においては、製造業を中心としたサプライチェーンにおけるすり合わせ技術等

による高効率・高品質等のフィジカルの強みを、デジタル化により高度化・標準化し、

システムとして海外に売り込むことが可能と考える。 

・柴田（2022）は CPSについて以下のとおり解説している30。 

・「機械のデジタル化」とは、様々な現場で稼働する機械・機器にデジタル技術を組み

込んで、稼働状況を詳細に把握し、自動診断や自動制御を可能にするものである。 

・これは、機械にプロセッサーを組み込んでソフトで制御するという動作原理で進んで

きたが、サイバー空間の広がりと機械の知能化という２つの方向に向かって発展した。 

・前者は組み込みソフト、サーバー、そしてクラウドへと拡張され、後者は半導体、セ

ンサーや人工知能（AI）などの技術進歩によって加速した。現在これらの技術潮流は、

有形のフィジカル世界と無形のサイバー世界を融合させる CPS（サイバー・フィジカ

ル・システム）という概念に集約されつつある。 

・建設機械大手のコマツは建機にセンサーや全地球測位システム（GPS）を装着して、

遠隔で稼働状況監視や機械のロックができる「コムトラックス」という仕組みを構築

した。これは、自社の機械単体で循環が閉じているクローズドな CPS である 

・しかし、現場ではメーカーや開発年次が違う多種多様な機械が稼働しており、現場全

体の生産性を上げるためには、機械単体で循環する CPSでは不十分である。 

・個々の機械が発する独自のデータ仕様を標準化・一元管理するプラットフォーム（PF）

構築が必要になり、それを共通基盤としてフィジカルとサイバーの２つの世界がうま

く循環する。 

・図表 5-9は、オープンな CPSの概念を示す。ポイントは、サイバーとフィジカル 2つ

の世界の中心に PFが位置し、両方からデータを連携するための API（アプリケーショ

ン・プログラム・インターフェース）で挟まれているという点である。 

・CPS を主導するメーカーはプラットフォーマーとして PF と API を提供し、協力企業

群はそれぞれ役割を分担する。フィジカル側の企業群が提供する機械の稼働情報はフ

ィジカル APIを経由して共通仕様に変換され、PFに蓄積される。同様にサイバー側の

企業群が開発するアプリはサイバーAPI と PF を経由して、様々な機能をエンドユー

ザーに提供する。 

・なお、コマツはその後、コムトラックスだけでは不十分であると認識し、現場全体を

 
30 「柴田友厚・学習院大学教授『現場の全体最適化を狙え 製造業のデジタル化（経済教室）』、日本経済新聞、

2022 年 1 月 31 日」をもとに本会が要約。 
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対象にしたオープンな CPS「ランドログ」を開発した。 

・オープン CPSを巡る競争の行方は、サイバーとフィジカルの間にいかにしてネットワ

ーク効果を働かせて、双方における仲間づくりを加速できるかに帰着する。 

 

《図表 5-9》 オープンな CPS の概念図 

 

 
（資料）柴田友厚・学習院大学教授「現場の全体最適化を狙え 製造業のデジタル化（経済教室）」、日本

経済新聞、2022 年 1 月 31日 

 

（２）中部圏および日本の産業・技術のポテンシャルを維持・強化・発揮するための取

り組み 

・日本の競争力に関連する様々な指標の世界ランキングが経年的に落ち込むなか、米マ

サチューセッツ工科大学（MIT）が作成している経済複雑性指標（ECI）は、日本が 2000

年から 20 年以上にわたり世界一位をキープしている、珍しくもあり希望を感じられ

る指標である（図表 5-10）。 

・同指標は輸出品目が多様で、相対的に希少なモノを輸出している国・地域の点数が高

くなる。それは産業・技術の多様性と希少価値を提供できる国・地域であることを示

す。同指標の推移をみると、台湾、韓国、シンガポールの躍進ぶりが目立つ。 

・日本国内（2020年）でみると、中部・関東・関西31の順に高く、都道府県では、愛知・

滋賀・栃木の順に高い。 

・同指標の高さから、中部圏および日本は、イノベーションを生み出し、世界にとって

の不可欠性を獲得・維持・強化していくためのポテンシャルは高いといえる。 

・しかし、その一方で「自律性」の確保の観点から懸念がある。技術を海外に出すと海

外ではそれ以上の発展がなかなか難しい、また、一度海外に出した技術を国内に戻す

 
31 中部（新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、愛知県、静岡県）、関東（茨城県、栃木県、
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、関西（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、三重県、滋賀県、和歌山
県） 
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ことも難しい、という意見がある。技術の社会実装のためには幅広い産業・技術の集

積が必要であるが、試作品を作るミニプラントが国内からなくなっているとの会員企

業からの声も聞く。 

・また、社会実装を目指して「死の谷32」を乗り越えるためには、資金のみならず、人

材が必要となる。研究者・技術者とともに、技能者（基本的な産業技術を有する人材）

の確保といった視点も不可欠である。 

・まずは自律性の確保、不可欠性の獲得の観点から、こうした実態の調査を行うととも

に、中小企業の事業承継の面も含め33、国内に残すべき技術について検討する必要が

ある。産業・技術は、中部圏および日本にとって、まさに自律性および不可欠性を高

めるための基盤であり、技術によっては一度失うと取り返しがつかなくなる可能性も

否定できない。特定国に技術を移転させないといった安全保障の観点も重要である。 

・また、特に中部圏では多様な産業・技術の連携により新規領域にチャレンジし、国際

標準を獲得するなどの、産業・技術集積によるポテンシャルを生かす取り組みが求め

られる。例えば、脱炭素に向けて、需要側と供給側の平仄を合わせた水素・アンモニ

アのサプライチェーン（国内外でつくる・運ぶ・消費する）の構築と社会実装の加速

化を図り、国際標準化していくことが挙げられる。水素の実用規模での国際サプライ

チェーンは現在存在せず、官民連携により、日本として先行的に構築すること、燃料

アンモニアについては先行して商用化することを目指している。上流まで含めたサプ

ライチェーン全体でみて、どこでバリューを生み出すかがカギとなる。国際標準化に

ついては、ビジネス（商取引・契約等）と技術（運搬船関連設備・機器、燃焼利用機

器仕様等）の両面から考えられる。 

・中部圏では、中経連も加盟する「中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議」におい

て、水素に加えアンモニアも一体で議論する体制を構築し、地域が一丸となって水素・

アンモニアのサプライチェーン社会実装に向けた取り組みを進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
32 開発ステージと事業化ステージの間に存在する障壁。20-21 頁参照。 
33 会員アンケートでもサプライチェーンを取り巻く環境について、製造業企業から「事業承継の問題を抱えるサプ
ライヤーが増加しており、移管や統廃合などを進めなければ立ち行かなくなってきている。」との声があり。 
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《図表 5-10》 経済複雑性指標（ECI）の世界ランキング（2000・2010・2020 年） 

 

 
（資料）OEC（Observatory of Economic Complexity）HP 

 

（３）CASE進展による自動車産業サプライチェーンの構造変化（一例の提示） 

①現状 

・東海３県の「トヨタ自動車グループ」下請企業調査34によれば、2021年の一次・二次

下請けの合計は「東京都」が 7,800 社（シェア 18.8％）で最多、次いで「愛知県」

が 7,586 社（シェア 18.3％）で２位に後退した35。  

・東京都ではソフトウェア開発などの「サービス業」が 前回調査の 2019 年から約 700

社増加した一方、愛知県では「製造業」が約 250 社増加しており、自動車業界のなか

でも起きている産業構造の変化が順位変動の主要因となっている。 

 

②今後の取り組み 

・以下の政府の「自動車産業ミカタプロジェクト」なども上手に活用し、EV化へのトラ

ンジションを社会実装、サプライチェーンにおける標準化につなげていく。 

 

【「自動車産業ミカタプロジェクト」について】 

・自動車の電動化進展に伴い、需要が減少する自動車部品（エンジン部品等）サプライ

ヤーの「攻めの業態転換・事業再構築」実現を後押しする、伴走型ハンズオン支援事

業。 

・2022年６月以降、全国各地に支援拠点を設置し、相談受付を開始。サプライヤーの状

況に応じて脱炭素に向けた「見方」を示し、強力な「味方」として経営をサポート。 

 
34 帝国データバンク「トヨタ自動車グループ」下請企業調査（2021 年）、2021 年６月３日 
35 静岡県：５位（1,742 社、シェア 4.2％）、岐阜県：８位（1,074 社、シェア 2.6％）、長野県：11 位（910 社、シ
ェア 2.2％）、三重県：13 位（732 社、シェア 1.8％） 
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《図表 5-11》  「自動車産業ミカタプロジェクト」について 

 

 
（資料）経済産業省 HP 
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第６章 中経連の社会実装・国際標準化の取り組みの例 

 

・本章では、中部圏における社会実装・国際標準化推進の例として、2020 年度および

2021年度の中経連提言書で取り上げた取り組み・課題を紹介する。 

 

１．自立・分散かつ循環経済型のネットワーク形成 

・中経連の 2020年度提言書において、「中部圏は、その特性（一次産業も含めた様々な

産業・技術集積、豊かな自然環境、モノづくり分野で循環型社会が形成等）から、東

京一極集中の是正を実現する自立・分散かつ地域循環型の広域圏のひな型を示すこと

のできる圏域であることを発信しつつ、主体的に行動していくこと」を宣言した。 

・こうした自立・分散かつ循環経済型のネットワーク形成に向けた取り組みについても

社会実装・国際標準化を意識して取り組む。 

 

 

《図表 6-1》 ３つの取り組みを一体的に推進 

 

(資料)本会提言書「コロナショックからの教訓と経済社会の変革」(2021 年２月) 
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２．カーボンニュートラルの実現に向けた取り組み 

（１）カーボンニュートラルの実現に向けた中経連提言 

・カーボンニュートラルの実現に向けて、大学に対して以下の提言を行った。 

 

《図表 6-2》 カーボンニュートラルの実現に向けた大学に対する中経連提言 

（2022 年 1月） 

提言事項 具体的内容 

社会実装に最適な研究シー

ズの創出 

2040～50年の普及を目指したオープンイノベーション

の追究 

研究開発から社会実装への

バリューチェーン構築 

社会実装の効率アップ・迅速化のための産学官連携体

制の再構築、そのためのノウハウ・メカニズムの研究

および地域への提言、応用研究強化、知的財産戦略強

化 

イノベーション人材・産学官

をつなぐ人材の創出 

オープンイノベーションや社会実装の現場での OJT 実

施、体系化・カリキュラムの整備 

(資料)本会提言書「カーボンニュートラルの実現に向けた経済社会の変革」(2022 年１月) 

 

（２）中部圏の取り組み・課題 

・大学・研究機関では、脱炭素のための様々な領域を俯瞰したシーズ研究開発が始まっ

ており、東海国立大学機構では名古屋大学未来社会創造機構が「脱炭素社会創造プロ

ジェクト」36を 2021年４月に設立し、研究領域の定義からスタートしている（図表 6-

3）。中部経済連合会も同プロジェクトに参画している。 

・これらの広範な領域における研究開発によって生み出される新たな技術・システムの

社会実装および国際標準化をどのように進めていくかが課題となっている。 

・中経連は 2022年度、東海国立大学機構と共同で脱炭素社会構築に向けた「共創の場」

の確立方法例を検討した（図表 6-4）。 

・これをベースに、東海国立大学機構・中経連で主導し、個別のプロジェクトだけでは

なく、その組み合わせを含む全体の進捗や課題などをマネージする仕組みを段階的に

構築し、企業の投資を呼び込み、統合的・整合的・計画的な社会実装を目指す。また、

例えばエネルギーの検討に当たってはレアメタル等の資源制約・資源循環を考慮する

など関連する分野も含めて俯瞰してマネージする。 

・これらの社会実装の過程で技術規格やビジネスモデルの国際標準化を推進し、グリー

ントランスフォーメーション（GX）および持続的な経済発展につなげる。 

 

 

 

 

 

 
36 2022 年４月に脱炭素社会創造センターが設立された。 
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《図表 6-3》 脱炭素社会創造に向けた研究領域の定義 

 

 
（資料）東海国立大学機構「脱炭素社会創造プロジェクト」キックオフフォーラム資料（2021 年４月 27 日） 

 

 

《図表 6-4》 脱炭素社会構築に向けた「共創の場」の確立方法例 

ステージ 時期 実施内容 

第１段階 2022年度 産学官の意見交換・交流の場づくりに向けた企画策定 

①相互理解：研究シーズ・企業ニーズの相互把握 

②ビジョン検討：「2050年の姿」を創造 

③役割認識：強みを生かした協働へ 

第２段階 2023年度 産学官の意見交換・交流の場の創設と深化 

 ①研究交流：オープンイノベーションの制度設計 

 ②人材育成：リカレント教育・博士人材育成 

第３段階 2025-26年度 産学官民のカーボンニュートラルプラットフォーム構築 

 ①研究開発特区 

 ②ビジョンの共有、社会変革へ 

（資料）本会作成 
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第７章 提言（呼びかけ） 

１．企業に対する提言（呼びかけ） 

（ルール形成・国際標準化） 

・国際標準化をはじめとしたルール形成による市場拡大・創出について意識変革を図り、

その市場創出の成功パターンと事例を関係者で共有したうえで、経営のあり方の検討

にまで踏み込む。 

・国際標準化機関は ISO（国際標準化機構）・IEC（国際電気標準会議）・ITU（国際電気

通信連合）の３つあり、ISOが電気・電子、電気通信以外の全ての分野を対象として

いる。JIS（日本産業規格）取得だけにとどまることなく、これらの国際規格取得を目

指す。 

・標準化・知財・R&Dを組み合わせることで、ビジネスモデルを強化し、市場の拡大や

持続的な競争優位を実現する（オープン＆クローズ戦略）。なお、標準化に当たって

は「技術漏洩にならない標準化」を志向する。 

 

（社会実装・国際標準化推進によるサプライチェーン高度化等） 

・サイバー層とフィジカル層の間の領域であるサイバーフィジカル層において、日本の

複雑で面倒なタスクをこなせる現場（フィジカル層）での強みをもとに、デジタルを

取り入れ現場システムを高度化させていくことが必須となる。中部圏においては、製

造業を中心としたサプライチェーンにおけるすり合わせ技術等による高効率・高品質

等のフィジカルの強みを、デジタル化により高度化・標準化し、システムとして海外

に売り込むことを目指す。 

・政府の「自動車産業ミカタプロジェクト」なども上手に活用し、EV化へのトランジシ

ョンを社会実装、サプライチェーンにおける標準化につなげていく。 

 

２．産学官に対する提言（呼びかけ） 

（研究開発から社会実装に向けて） 

・社会実装を目指した実りある産学官連携を推進するために、国のガイドラインや好事

例を共有しつつ、協調領域や競争領域における役割分担や連携のあり方の具体策を検

討する。 

・新しい複雑な研究開発分野においては協調領域と競争領域を分けて、大学・企業の不

必要な競争を排除する。特に研究開発の初期の段階においては、幅広く協調して研究

する。 

・目的・目標の共有や擦り合わせのための「共通言語」の活用、社会実装・標準化につ

ながる研究開発等を行う。 

・資金ショートを乗り越えるため、ファンドからの資金調達を視野に入れた取り組み

（適時適切な情報開示、金融機関やファンドから人員を受け入れることによる事業計

画や体制の整備など）の他、投資対象として選定されるためには、自社技術をオープ

ンにすることが求められる場合があり、オープン領域とクローズ領域の線引きなどの

知的財産戦略を策定する。また、スタートアップ等からの研究開発成果を、実証から
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社会実装、国際標準・規格の取得へと確実につなげるためのファイナンスを含めた適

切なマネジメントを行う。 

 

（ルール形成・国際標準化） 

・幅広い業種横断的な国際規格策定は民間だけでは難しい。政府が中心となって、国際

的なエコシステムを主導し、国際条約（国連，OECD，WEF（世界経済フォーラム）など

含む）、国際標準（ISO 等）、各国および日本の産業政策、企業の情報開示、企業格付、

ファイナンスの全てにおいて統合的な取り組みを展開する。 

・WTO協定や国際世論の動向も意識しつつ、国際標準化の目的を明確（日本の社会制度

を守る、産業を拡大する）にし、どのような標準が必要で、どの標準化団体で作成し

たらよいのか等、戦略的に進める。 

・ルール形成だけではなく、ルールが不利な方向で決まらないように国際社会で立ち回

るとともに、決まったルールに適切に対応する。また、「我が国が作成を主導したル

ール」を諸外国のルール形成戦略から守る視点も重視する。 

・独立した専門ファーム（プロフェッショナル育成組織）の設立など、何らかの形で人

材をプールする仕組みを検討する。また、そうした組織で、国際標準化を主導するス

キルを持つ人材の育成を行う。 

・標準化人材育成に関しては、一括りにすることなくきめ細かく検討する。企業内で標

準化人材を評価する仕組みを構築し、その育成に取り組む。また、若手人材の登用・

育成を行う。 

 

（社会実装・国際標準化推進によるサプライチェーン高度化等） 

・欧州では、自国・域内でのデータ主権を確立するため、国際標準戦略と一体で、政府・

団体が主導となってデータ標準化・連携基盤確立による巨大なエコシステム構築を狙

っている。関連イニシアティブとして IDS（データ流通ルール・仕様策定等）・Gaia-

X（基盤サービス開発）・Catena-X（ドイツ自動車業界における横断的なデータ連携基

盤構築）が動いている。これらの動向を注視し、日本が不利な扱いにならないよう対

応するとともに、データ連携基盤構築・国際標準化に対応した動きを加速していく。 

・中部圏では多様な産業・技術の連携により新規領域にチャレンジし、国際標準を獲得

するなどの、産業・技術集積によるポテンシャルを生かす取り組みが求められる。脱

炭素に向けて、需要側と供給側の平仄を合わせた水素・アンモニアのサプライチェー

ン（国内外でつくる・運ぶ・消費する）の構築と社会実装の加速化を図り、ビジネス

（商取引・契約等）と技術（運搬船関連設備・機器、燃焼利用機器仕様等）の両面か

ら国際標準化していくことを目指す。 

・サプライチェーンにおいて、日本の技術・システムやビジネスモデルを社会実装し、

それを国際標準化することが、日本の自律性の確保および優位性ひいては不可欠性の

獲得につながり、経済安全保障に寄与するという意識変革を図り行動する。 
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（中経連の社会実装・国際標準化の取り組みの例） 

・中経連の 2020年度提言書において、「中部圏は、その特性（一次産業も含めた様々な

産業・技術集積、豊かな自然環境、モノづくり分野で循環型社会が形成等）から、東

京一極集中の是正を実現する自立・分散かつ地域循環型の広域圏のひな型を示すこと

のできる圏域であることを発信しつつ、主体的に行動していくこと」を宣言した。こ

うした自立・分散かつ循環経済型のネットワーク形成に向けた取り組みについても社

会実装・国際標準化を意識して取り組む。 

・中経連は 2022年度、東海国立大学機構と共同で脱炭素社会構築に向けた「共創の場」

の確立方法例を検討した。これをベースに、東海国立大学機構・中経連で主導し、個

別のプロジェクトだけではなく、その組み合わせを含む全体の進捗や課題などをマネ

ージする仕組みを段階的に構築し、企業の投資を呼び込み、統合的・整合的・計画的

な社会実装を目指す。 

 

以 上 
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参考資料１  経済安全保障について 

 

１．近年の日本政府等の動き 

・経済安全保障に関連する近年の日本政府等の動き（図表１）のなかから、主なものを

ピックアップする。 

 

〇自民党の新国際秩序創造戦略本部提言（2020 年 12 月） 
・日本において経済安全保障の議論が注目を集める嚆矢となった。 
・経済安全保障を「わが国の生存、独立及び繁栄を経済面から確保すること」と定
義。 

・経済安全保障戦略の基本的な考え方として、戦略的自律性の確保と戦略的不可欠性

の強化・獲得、両方を備えることによる国際秩序の形成を主導、を提示。 
・経済安全保障を実現するために、幅広い分野での俯瞰的、総合的対応の必要性が示
されているのが特徴。 

〇第１回経済安全保障推進会議（2021 年 11月 19 日） 

・「今後も継続・強化していく分野」、「法制上の手当てを講ずることによりまず取り組
むべき分野」、「さらなる課題について不断に検討」の３つに整理した（詳細は P５
「図表 経済安全保障上の主要課題」参照） 

〇経済安全保障推進法（2022 年５月 11 日成立、18日公布) 

・正式名称は「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法

律」 

・「サプライチェーンの強靱化」、「基幹インフラの安全性・信頼性の確保」、「先端的な

重要技術の開発支援」、「特許出願の非公開」の４つの分野から成る。 

〇基本方針および先行して２つの基本指針を閣議決定(2022 年９月 30日)  

・正式名称は以下の通り 

「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する基本的な方

針」 

「特定重要物資の安定的な供給の確保に関する基本指針」 

 「特定重要技術の研究開発の促進及びその成果の適切な活用に関する基本指針」 
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《図表１》 経済安全保障に関連する近年の日本政府等の動き 

 政 府（自民党） 

2017年 ４月 自民党「ルール形成戦略議員連盟」発足 

2019年 ３月 自民党提言：国家経済会議（日本版 NEC）創設 

６月 経済産業省大臣官房内に「経済安全保障室」設置 

2020年 ４月 内閣官房国家安全保障局（NSS）に「経済班」設置 

６月 改正外為法施行（外資規制部分の大改正） 

６月 自民党「新国際秩序創造戦略本部」設立 

12月 自民党の新国際秩序創造戦略本部提言：「経済安全保障戦略」の策定

に向けて 

2021年 ６月 「経済財政運営と改革の基本方針」（骨太の方針）に経済安全保障の

確保等の方針記載 

重要土地等調査法成立 ※１ 

10月 経済安全保障担当の閣僚新設 

11月 経済安全保障推進会議発足（議長：岸田首相） 

経済安全保障法制に関する有識者会議発足 

12月 外為法に基づくみなし輸出管理（日本国内での技術提供）の対象を拡

大（2022 年５月施行） 

政府による大学・研究機関等への研究費支出指針改定（外国の人材登

用プログラムへの参加等開示要求）（2022年４月から適用） 

2022年 ２月 有識者会議による経済安全保障法制に関する提言 

経済安全保障推進法案閣議決定（25日） 

５月 経済安全保障推進法成立（11 日）、公布(18日) 

８月 経済安全保障推進法一部施行（１日） 

内閣府に「経済安全保障推進室」設置（１日） 

９月 基本方針、先行して２つの基本指針を閣議決定(30日)  

12月 安保３文書閣議決定※２ 

国家安全保障戦略に「経済安全保障政策の促進」が明記 

※１ 外資等による自衛隊施設・原子力発電所等の周辺土地・建物の取得に一定の規制を導入。2022 年

６月１日：一部施行、９月 20 日：全面施行。 
※２ 「国家安全保障戦略（国家安保戦略）」「防衛計画の大綱（防衛大綱）」「中期防衛力整備計画（中

期防）」を指す。 

 

２．経済安全保障の必要性の背景 

（１）日本経済の長期低迷・縮小化による国際的な立ち位置の変化 

・2001 年（中国が WTO（世界貿易機関）に加盟した年）と 2021 年で比較して、日本の

GDPの世界シェアは 12.9%から 5.1%に大幅に縮小。 

・その一方、同期間で中国は 3.9%から 18.2%へと大幅に増加。GDPの規模も、日本の 3.5

倍となった。 
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《図表２》 日本・中国・米国の GDP と世界シェア（2001・2021 年） 

 

2001 年 

 GDP（兆ドル） シェア 

日 本 4.4 12.9% 

中 国 1.3 3.9% 

米 国 10.6 31.3% 

世 界 33.8 100.0% 

 

2021 年  

 GDP（兆ドル） シェア 

日 本 4.9   5.1% 

中 国 17.5 18.2% 

米 国 23.0 23.7% 

世 界 97.1 100.0% 

 

 

（資料）IMF「GDP, current prices」 
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（２）中国の台頭（米中対立） 

・中国は、2001年 WTO加盟以降、貿易・投資面で世界経済との結びつきを強め、世界の

工場として急速な経済発展を遂げた。 

・自由貿易による相互依存の深化と経済発展によって、中国が民主化するとの期待があ

ったが、その期待は裏切られ、米国をはじめとした西側陣営との政治的な対立が深ま

っている。 

・中国は経済面に加え、科学技術面でも世界をリードする存在となり、先端技術の覇権

をめぐる米中対立も激化している。 

・2022 年 10 月に発表された米国の国家安全保障戦略において、「米国の国家安全保障

にとって決定的な今後 10 年間に、いかにして地政学的競争相手（中国とロシアを名

指し）を凌ぐか」としている。 

 

《図表３》 中国の経済・科学技術面での成長と世界経済との結びつき 

 

（資料）通商白書 2022 

 

（３）コロナショック 

・コロナショックによって引き起こされたサプライチェーンの混乱のなかで、マスクや

医薬品などを海外（特に中国）に大きく依存していることの脆弱性が露呈した。過去

の「レアアース・ショック37」の記憶もあり、他の物資や技術についても同様の状態

にあることへのリスクが意識されるようになった。 

 

（４）ロシアによるウクライナ侵攻 

・ロシアのウクライナ侵攻およびエネルギーの「武器化」は続き、それに対抗し西側諸

国は経済制裁を継続・強化している。政経分離の時代は完全に終わり、政経融合の時

 
37 2010 年９月に発生した尖閣諸島中国漁船衝突事件を契機に、その後３か月あまりにわたりレアアースの実質的な
対日禁輸措置がとられた。 
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代となった。 

 

３．経済安全保障とは何か 

（１）定義等 

①定義 

・経済安全保障について、そもそも法令上の定義はない。 

・「この法案（経済安全保障推進法案）においても特段定義付けは行っていない。経済

安全保障というのは国益38を経済面から確保していくものだと考えている39」 

・「国益」は抽象的な概念なので、経済安全保障を「経済的手段による他国からの圧力

や圧迫に対して対抗しうる能力を構築すること40」と捉えると分かりやすいかもしれ

ない。 

 

②目指すもの 

・①我が国の経済構造の自律性の確保、②先端的な重要技術の研究開発の促進等により、

他国・地域に対する優位性、ひいては国際社会にとっての不可欠性の獲得・維持・強

化、③国際秩序やルール形成に主体的に参画し、普遍的価値やルールに基づく国際秩

序の維持・強化に向けた取り組みが必要41。  

 

③概念の混乱について 

・経済安全保障には以下の３つの手段があるため、概念の混乱が起こっている面がある。 

 

《図表４》 経済安全保障の３つの手段 

 内    容 

供給の安全保障 ・価値や規範を共有しない国がチョークポイントを握る状態 

・相手に対する依存度を減らすことで安全保障を確保する 

技術不拡散の安

全保障 

・貿易などを通じて技術が拡散し、相手の軍事能力が強化される 

・伝統的な「安全保障貿易管理」 

他国の規制から

の安全保障 

・人権などをテコに相手に攻撃的な貿易管理を仕掛ける 

・それに対抗するための「反外国制裁法」などの措置 

（資料）鈴木一人氏本会主催講演会資料（2022 年９月 21 日） 

 

④鍵概念としての「依存：脆弱性」42 

・特定の国家（とりわけ敵対的な関係にある国家）に特定の品目を依存している状態は

脆弱である。 

 
38 ①主権と独立の維持、領域保全。国民の生命・身体・財産の安全の確保。②経済成長を通じた更なる繁栄。共存
共栄できる国際的な環境。③普遍的価値や国際法に基づく国際秩序を擁護。自由で開かれた国際秩序を維持・発
展。（以上、「国家安全保障戦略（概要）」より抜粋） 
39 経済安全保障担当大臣の法案審議時の国会答弁。 
40 鈴木一人氏本会主催講演会資料（2022 年９月 21 日）より。 
41 「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する基本的な方針」より抜粋。 
42 鈴木一人氏本会主催講演会資料（2022 年９月 21 日）より。 
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・Economic Statecraft43は脆弱性を狙い撃ちする。 

－どこからでも手に入る汎用品ではレバレッジは効かない 

－汎用品であっても競争力があり、グローバル市場で寡占となっている品目について

は脆弱性が生じる（マスクなど） 

・脆弱性回避の手段＝依存低減手段 

－備蓄、供給元の多元化、代替品の開発 

－信頼できる相手との取引の重点化（Free Trade with Trust: FTT） 

 

（２）日本にとって２つのバランスの必要性 

①「経済の論理」と「政治の論理」のバランス44 

・「経済安全保障」の本質的課題は、「経済の論理」（市場原理を軸とする経済効率性を

求める論理）と「政治の論理」（安全保障という経済効率とは異なる次元の政治的価

値を求める論理）のバランスを図ることである。 

・この観点から、「経済安全保障」を定義するならば「国益最大化の観点から『経済の論

理』と『政治の論理』のバランスを図ること」となろう。 

 

②米中のバランス（中国を排除したサプライチェーン再編は困難） 

・日本にとって米国は唯一の同盟国であり、日米同盟は、日本の外交・安全保障政策の

要である。一方、中国は最大の貿易相手国であり、対中貿易は日本の全貿易の 22.9％

（2021年）を占め、対米貿易の 14.1％（同）を上回っている。 

・日本は、米中の間で、「経済の論理」と「政治の論理」を適切にバランスさせて国益を

追求するという非常に困難な課題に直面している。 

・企業も米中どちらを取るのか、難しい経営判断を迫られるケースも想定される。 

 

（３）安全保障にとっての経済力・科学技術力の重要性 

・安全保障の要素は DIME から構成される。すなわち、外交（Diplomacy）、インテリジ

ェンス（Intelligence）、軍事（Military）、経済（Economy）の 4 要素を組み合わせ、

国家の安全保障の基本戦略を策定する必要がある。 

・これまで、日本の安全保障は、外交（Diplomacy）と軍事（Military）だけで構成され、

経済（Economy）については、「稼ぐ」ことにしか注目されず、安全保障とは分けて考

えられてきた。 

・しかし、中国の台頭（米中対立）やウクライナ危機により、安全保障における経済

（Economy）の重要性が明らかとなった。 

・安全保障の成否は科学技術力で決まる。どこの国でも最先端科学技術の取得は安全保

障の一丁目一番地。 

・人工知能（AI）、宇宙、サイバーという新しい技術を駆使し、情報優位を取った方が勝

つ。世界を激変させる量子科学の時代も近づいている。 

 
43 経済的手段により「政治的意思や価値」を強制すること。 
44 白石重明（中曽根平和研究所主任研究員）「「経済安全保障」の本質的課題」、NPI Research Note、2022 年３月８
日より抜粋。 
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４．経済安全保障推進法について 

（１）本法の目的 

・第一条に、「この法律は、・・・安全保障を確保するためには、経済活動に関して行わ

れる国家及び国民の安全を害する行為を未然に防止する重要性が増大していること

に鑑み、・・・。」と規定。 

・基本的に「守り」が目的といえる。 

 

（２）衆院・参院附帯決議 

・基本的な方針策定に当たっては, 経済成長・産業競争力に配慮し, 規制等が経済活動

の自由を不当に阻害することがないよう, また, 事業者等の自主性が十分尊重され, 

かつ, 事業者間の適正な競争関係を不当に阻害することのないようにすること。 

 

（３）経済安全保障法制の４分野について 

・「これまでも既存の法制の中で経済安全保障の推進に資する取り組みを進めてきたが、

特に、我が国の基幹産業が抱えている脆弱性あるいは強みを検討してきた中で、特に

法制上の手当てが必要となるもの、また、分野横断的な課題であって喫緊の政策課題

に対応しなければならないものを４項目として洗い出した。」（以上、経済安全保障担

当大臣の法案審議時の国会答弁より） 

・経済安全保障推進法は、それぞれが独立の法律によって創設しうる４つの新制度を、

経済安全保障法という１本の法律の中に併存させ、より上位の「基本的な方針」（同

法第２条で、政府は４つの制度に関する基本事項を定めた基本方針を閣議決定し公表

する旨が規定）によって、ひとまとめに束ねている構造に特徴があるといえる。 
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 《図表５》 経済安全保障法の４分野 

４分野 概   要 

サプライチェーンの

強靱化 

（重要物資の安定的

な供給の確保に関す

る制度） 

・国民の生存や、国民生活・経済活動に甚大な影響のある物

資の安定供給の確保を図るため、特定重要物資の指定、民

間事業者の計画の認定・支援措置、特別の対策としての政

府による取組等を措置。 

・特定重要物資の指定、事業者の計画認定・支援措置、政府

による備蓄等の措置 

・施行日：2022年８月１日 

 

基幹インフラの安全

性・信頼性の確保 

（基幹インフラ役務

の安定的な提供の確

保に関する制度） 

・基幹インフラの重要設備が我が国の外部から行われる役

務の安定的な提供を妨害する行為の手段として使用され

ることを防止するため、重要設備の導入・維持管理等の委

託の事前審査、勧告・命令等を措置。 

・対象事業者等を法律・政省令で規定、事前届出・審査、勧

告・命令 

・施行期日 

 審査対象    ：公布後１年６月以内（2023 年 11月） 

 審査・勧告・命令：公布後１年９月以内（2024 年２月） 

 

先端的な重要技術の

開発支援 

（先端的な重要技術

の開発支援に関する

制度） 

・先端的な重要技術の研究開発の促進とその成果の適切な

活用のため、資金支援、官民伴走支援のための協議会設置、

調査研究業務の委託（シンクタンク） 等を措置。 

・国による支援、官民パートナーシップ（協議会）、調査研

究業務の委託（シンクタンク） 

・施行日：2022年８月１日 

 

特許出願の非公開 

（特許出願の非公開

に関する制度） 

・安全保障上機微な発明の特許出願につき、公開や流出を防

止するとともに、安全保障を損なわずに特許法上の権利を

得られるようにするため、保全指定をして公開を留保する

仕組みや、外国出願制限等を措置。 

・技術分野等によるスクリーニング（第一次審査）、保全審

査（第二次審査）、保全指定、外国出願制限、補償 

・施行期日：公布後２年以内（2024年５月） 

 
 （資料）内閣府「経済安全保障推進法案の概要」等をもとに本会が加工・作成。４分野の括弧内は経済

安全保障推進法上の名称。 
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（４）基本方針について 

①基本方針の基本的な考え方 

・自由で開かれた経済を原則とし、民間活力による経済発展を引き続き指向しつつも、

市場や競争に過度に委ねず、政府が支援と規制の両面で一層の関与を行っていくこと

が必要。 

 

②実施に当たって配慮すべき事項 

・自由な経済活動との両立。 

・WTO協定等の国際約束の誠実な履行。 

・事業者等や地方公共団体の理解と協力が必要。事業者等の自発的行動を促進するため、

情報共有等に努めるとともに連携。 

 

③４施策の一体的な実施に当たっての留意事項 

・国家安全保障局（NSS）および内閣府の経済安全保障推進部局が相互に協力して、施

策間の一体性・整合性を確保。 

・規制措置は、安全保障の確保に合理的に必要と認められる限度で行う。 

・有識者会議を設置。事業者等の経済活動の自由に配慮。 

 

④その他の経済施策に対する基本的事項 

・重要な産業が抱える脆弱性・強みについての点検・把握。 

・４施策との連携。施策間の一体性・整合性の確保。 

 

⑤その他の事項 

・国家安全保障局（NSS）を司令塔とし総合的かつ効果的に推進する体制を構築・強化。 

 

（５）基本指針（特定重要物資サプライチェーン） 

①基本的な方向 

・民間事業者等による創意工夫を生かした形で、その取組を後押ししていくことを基本。 

 

②国が実施する施策 

・特定重要物資ごとの特性に応じ、民間事業者等による生産基盤の整備、供給源の多様

化、備蓄、生産技術の導入・開発・改良、代替する物資の開発等の多様な取組を促進

し、特定重要物資等の安定供給確保を図る。 

・重要な物資のサプライチェーンの抱える課題を把握することは重要であり、不断の情

報収集・検証に努める必要。 

・サプライチェーン調査は、民間事業者等の理解を得て調査への協力を求めることを基

本とする。 
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③特定重要物資の指定 

・以下の４要件を全て満たす、特に安定供給確保を図るべき重要な物資に絞り込んで適

切に指定する。 

 要件１：国民の生存に必要不可欠 又は 広く国民生活又は経済活動が依拠 

 要件２：外部に過度に依存 又は 外部に過度に依存するおそれ 

 要件３：外部から行われる行為による供給途絶等の蓋然性 

 要件４：本制度による措置の必要性 

・基本指針等を踏まえた特定重要物資は以下の 11 分野（2022年 12月 20 日閣議決定）。 

 抗菌性物質製剤、肥料、半導体、蓄電池、永久磁石、重要鉱物、工作機械・産業用ロ

ボット、航空機の部品、クラウドプログラム、天然ガス、船舶の部品 

 

④安定供給確保取組方針 

・特定重要物資を政令で指定したときは、物資所管大臣は、特定重要物資ごとに安定供

給確保取組方針において、取組の基本的な方向、主務大臣が実施する施策、支援対象

となる取組の内容等について定める。 

 

（６）基本指針（特定重要技術の研究開発） 

①全体の構成 

 

《図表６》基本指針（特定重要技術の研究開発）の全体の構成 

 

（資料）内閣官房 経済安全保障法制準備室資料（2022 年７月 25 日） 
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②第１章：基本的な方向 

ア 国の施策 

・必要な情報の提供、資金の確保、人材の養成及び資質の向上等。 

 

イ 特定重要技術の定義 

 先端的技 術：「現在」ではなく「将来」の国民生活及び経済活動の維持にとって重要

なものとなり得る先端的な技術 

 

 特定重要技術：「先端的技術」のうち①～③のいずれかに該当するもの（複数該当も

あり得る） 

 
（資料）内閣官房 経済安全保障法制準備室資料（2022 年７月 25 日） 

 

ウ 調査研究を実施する技術領域 

・以下の技術領域を参考にしつつ、柔軟に実施。 

 ○ バイオ技術  

○ 医療・公衆衛生技術（ゲノム学含む）  

○ 人工知能・機械学習技術  

○ 先端コンピューティング技術  

○ マイクロプロセッサ・半導体技術  

○ データ科学・分析・蓄積・運用技術  

○ 先端エンジニアリング・製造技術  

○ ロボット工学  

○ 量子情報科学  

○ 先端監視・測位・センサー技術  

○ 脳コンピュータ・インターフェース技術  

○ 先端エネルギー・蓄エネルギー技術  

○ 高度情報通信・ネットワーク技術  

○ サイバーセキュリティ技術  

○ 宇宙関連技術  

○ 海洋関連技術  

○ 輸送技術  

○ 極超音速  

○ 化学・生物・放射性物質及び核（CBRN）  

○ 先端材料科学 
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エ 指定基金を用いて研究開発等を実施する技術領域 

・経済安全保障重要技術育成プログラムの「研究開発ビジョン」において示される技術。 

 

③第２章：協議会の組織 

・参加者間で機微な情報も含む有用な情報の交換や協議を安心して円滑に行うことの

できるパートナーシップを確立。 

・潜在的な社会実装の担い手として想定される関係行政機関等による、組織や産学官の

枠を超えた伴走支援を行う。 

 

④第３章：指定基金の指定 

・政府がリスクを取って投資を行い、民間企業・大学等との官民連携の下、関係者が一

丸となって研究開発を強力に推進。 

 

⑤第４章：調査研究の実施 

・内外の社会経済情勢や最新の科学・技術に関する知見を糾合し、先端的な技術等につ

いて調査研究を行う。 

 

⑥第５章：配慮すべき事項等 

・政府全体の戦略・各施策との連携。 

・特定重要技術の研究開発等に係る人材の養成及び資質の向上。 

 

以 上 
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参考資料２  経済委員会・専門委員会での講演概要 

 

 提言書の取りまとめに当たり、参考とした学識経験者の講演要旨は以下の通り。 

 

〇鈴木一人 東京大学公共政策大学院 教授 

 演題：「経済安全保障とは何か」 

 日時：2022年 9月 21 日（水）14：00～15：30 

場所：名古屋栄ビルディング 12階大会議室およびオンライン 

講演要旨： 

  2022年 5月に経済安全保障推進法が成立し、経済安全保障が注目されている。「政

経分離」から「政経融合」の時代へ変わるなかで生まれた経済安全保障の考え方、概

念について最近の国際情勢も含めて解説いただいた。 

  経済安全保障のカギとなるのは、特定の品目を特定の国家に「依存」している状態

の「脆弱性」であるが、近年は貿易や相互依存の状態の武器化によって脆弱性が狙い

撃ちされている。備蓄、供給元の多元化、代替品の開発、信頼できる相手との取引の

重点化などを講じることで「脆弱性」を回避する必要があると指摘された。 

 

〇市川芳明 多摩大学ルール形成戦略研究所 客員教授 

演題：「経済発展の切り札としてのルール形成と国際標準化」 

日時：2022年 10月 11 日（火）14：00～15：30 

場所：名古屋栄ビルディング 12階大会議室およびオンライン 

講演要旨： 

  ルール形成や国際標準化を巡る近年の世界の動きや、国際標準化を産業政策等と組

み合わせ戦略的に活用している欧州の事例、日本の取り組み事例や課題などについて

解説いただいた。 

  今後、日本が成長戦略として国際標準化に取り組んでいくためには、ルール形成や

国際標準化を事業戦略に組み込むこと、幅広い業種横断的な国際規格策定については

政府主導で統合的な取り組みを展開すること、国際舞台で活躍できる組織体制や人材

育成の強化に取り組むことの必要性について指摘された。 

 

〇戸堂康之 早稲田大学政治経済学術院経済学研究科 教授 

演題：「経済安全保障とサプライチェーンの強靱化」 

日時：2022年 10月 24 日（月）14：00～16：00 

場所：名古屋栄ビルディング 10階大会議室およびオンライン 

講演要旨： 

 米中デカップリングや各国のサプライチェーン強靱化政策が進むなか、グローバ

ル・サプライチェーンの現状と今後、強靱でイノベーティブなサプライチェーンにつ

いて解説いただいた。 

サプライチェーンの国内回帰・誘致ではなく、国際的多様化・分散化を図ること、



77 

 

知識・技術ネットワークの国際的拡大が必要であること、企業は政府との連携を強化

し、透明なルール形成・情報提供を要請すること、官民対話の重要性などを指摘され

た。 

 

〇馬田隆明 東京大学ＦｏｕｎｄＸディレクター 

 演題：「未来を実装する テクノロジーの社会実装について」 

 日時：2022年 11月 2 日（水）14：00～16：00 

場所：名古屋栄ビルディング 10階大会議室およびオンライン 

講演要旨： 

  新たな技術を社会に普及させる社会実装について、その必要性や成功するための原

則について解説いただいた。 

日本の社会実装に足りなかったのは、「テクノロジー」のイノベーションではなく、

「社会の変え方」のイノベーションであるとした。そのためには、「インパクト（目指

すべき理想、ゴール）」と、そこに至るまでの道筋を示すことが最も重要であると指摘

された。 

 

 

以 上 
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